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l はじめに

わが国企業の技術革新の進展，企業間競争の激化，市場の多様化などを反映

して， 1970年代， 1980年代そして現在まで，製造企業では生産システムの革新，

企業内及び企業間ネットワーク・システムの構築により，わが国企業のグロー

パノレ化・情報化に対応してきた。

このようなわが国製造企業を取り巻く状況の中で，原価管理そのものに関す

*本稿は，平成4年度~平成5年度にわたって文部省科学研究費補助金(一般研究(B:河吃表者

三浦和夫)の交付を受けた研究プロジェクトによる研究成果の一部である。本プロジェクト

は，全体の企画，調査察の設計，面接調査，及び本稿の執筆は三浦，田中，井上が担当した。

郵送調査は井上，安藤，喜田が，調査結果のコンピュータによる集計作業は安藤が，資料E受
理は喜田が，主として担当した。

**本稿の基礎になっている調査には，一人一人お名前を挙げられないが，多くの方々の多大

なご協力をいただいた。本稿をどうにか纏めることが出来たのも，本務にたいへんお忙しい

中，本調査に回答を寄せて頂き，また面接調査にも快くご協力頂いた多数の企業の関係者の

皆様のご協力，ご支援の賜物である。この場を借りて感謝と共にお礼を申し上げたい。もち

ろん本稿でのありうべき誤謬は筆者たちの責任であることは言うまでもありません。
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る調査研究は，これまでにも比較的行われてきているが，広く利益管理との関

連で原価管理を理解しようとする研究は余りみられず，今後に残された課題で

あった。その中で，製品ライブサイクノレの縮減，多品種少中量生産・流通の普

及，情報ネットワーク・システムのグローパル化の進展につれて，企業の長・

中期計画，利益管理，あるいは予算管理との関連で原価管理を再検討しようと

いう動きが最近みられ，企業戦略あるいは利益管理と結び付いた原価管理がま

すます重要になってきている。

本稿では，このような日本企業を取り巻く経営環境の急激な変化とこれまで

の利益管理，原価管理に関する調査研究を意識しながら，企業のグローパノレ化，

ネットワーク化の時代に対応しているわが国製造企業の長・中期経営計画と短

期利益計画，予算管理と業績評価及び原価管理の問題について実証的に解明す

ることを意図して調査を行った。

本稿は，第2節で調査企業の概要，第3節では長・中期経営計画と短期利益

計画，第4節では予算管理の現状，そして第 5節では原価構造と原価管理より

構成されており，それにより利益管理情報と原価管理情報についてその実態と

課題の一端を明らかにすることを意図している。

2 調査方法及び回答企業の概要

この節では，本稿の基礎になっている郵送調査の方法と回答企業の経営規模

などについて，その概要を簡単に述べておきたい。

本調査は，付録の「利益管理情報と原価管理情報に関する調査票」を，東京

証券取引所(一部及び二部を含む)上場の製造企業986社に 1992年7月に郵送

し，その後未回答企業には 10月と 11月に 2回それぞれ回答の督促を行った。

その結果， 395社から有効な回答(住所不明l社と回答拒否6社を除く)が得

られたので，有効回答率は40，，3%である。

次に回答企業の概要を理解するため，有効回答企業395社の業種別の構成を

図表2-1により考察する。

業種別に回答企業数が多いのは，化学工業が 17，47%(69社)，電気機械 16リ
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図表2-1 回答企業の業種分類

業 穏 企業数 構成比

食料品 30 759% 

繊維・衣服 14 3 54 

化学工業 69 17 47 

鉄鋼業 22 5.57 

一般機械 51 12..91 

電気機械 67 16 96 

輸送用機械 42 10..63 

精密機械 14 3..54 

その他 86 21 77 

ぷに込コ 計 395 100 00 

*) n=395(1992) 

96% (67社)，一般機械 12.91%(51社)及びその他の製造業 2L77%(86社)

という業種であり，製造業全体のそれぞれ 10%以上を構成している産業であ

る。

次に，回答企業の概要を理解するため，回答企業の経営規模などを，図表 2-2

により検討する。

日本の製造企業の経営規模の全体像を，回答企業の平均値で傭敵してみると，

図表2-2 回答企業の経営規模

事 項 平均値 標準偏差 回答企業数

資 本 金(百万円) 23，684 44.387 377 

年間売上高(百万円) 242，459 524，318 376 

従業員数(人) 4，356 8.959 375 

全工場数(工場) 6 41 7 34 372 

うち圏内工場数(工場) 5 26 5..04 372 

海外工場数(工場) 1 53 4 73 278 

輸出比率(%) 12 08 14 66 359 

海外生産比率(%) 14 17 16..02 91 

*)回答企業数の欄の数字は，その項目に回答のあった企業数を示す。以下同

様である。平均値，標準偏差は，回答企業について求めたものである。
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以下のとおりになる。まず 1社平均の企業規模についてみると，資本金は 236億

84百万円，年間売上高は 2，424億 59百万円，従業員数は 4，356人というのが，

東京証券取引所上場(一部，二部を含む)の経営規模に関する平均値である。

次に各企業が製品製造のために，どの程度の工場数を保持しているかをみて

みよう。圏内工場と海外工場を合わせた全体では， 1社当たり 6..14工場となる。

その内訳は，国内工場が5..26社，海外工場は 1..53社と，当然のことながら圧

倒的に国内工場が多くなっているが，海外工場も 1 社平均で 1~2 社(工場)

と，海外進出がかなり進んでいることもこの数字は示している。

また，日本で製品を製造し，それを海外に輸出する割合を示す輸出比率は，

12..08%であるが，海外生産比率は 14引17%と輸出比率をすでに越えており，わ

が国製造企業の海外現地生産が積極的に展開されており，輸出はそれを補完す

る機能を果たしている企業が多くなっていることが理解できる。

3.. 長・中期経営計画と短期利益計画

多くの経営において短期計画のみな

らず長・中期的な計画が策定されてい

ると思われるが，実際にそれがどの程

図表 3-1 長期経営計画の計画期間(問 2) 

度実施されているのかは，後掲の図表 I/.l..

3-5でうかがうことができる。長期経|装

300 

営計画と中期経営計画のいずれも策定 100

していないと明言する会社は，総数

395社のうち 18社 (46%)に過ぎない

から，残り 95“4%(377社)が，何ら

かの長・中期計画を編成しているのが

現状である。

。L2

この長・中期計画が現実にどのよう

3 5 7 10 そ不
ケケケケの明

年年年年他。
以無
上記

入
回答会社数=119回答総数=119

な役割を果たしているかをうかがうためには，まずそれらがどのような形態で

実施されているかを確かめてみる必要があろう。
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3-1 長・中期経営計画の形態

(1)計画期間

7 

長期経営計画の計画期間は図表 3-1で概略をうかがうことができる。それに

よると，少なくとも長期経営計画を編成していると思、われる会社数は，会社総

数のおよそ 30..1%(= 119/395社*100)であり，むしろ少数グループに属して

いる。

採用の様相は，会社規模にも関連していると思われるから，規模別の様相を

うかがって見ると，図表 3-2aで2行ある「回答会社数」の下行のようである。

長期計画を策定する会社数の割合は，会担規模が大きくなるといくらか増えて

いるようであるから，しだいに長期計画の機会が多くなるようであるが，その

違いはそれほど明確なものではない。

それでは，このような実施状況にある長期計画の計画期間の様相はどのよう

であろうか。図表3-1によると，計画期聞は， 5カ年が53社(44叶5%= 53/119社

* 100)， 10カ年以上とするものが 52柾 (437% = 52/119社*100)であり，
両者を合わせて 88..2% (105担)がこれらいずれかの期間に集中している。

どのような経営が5カ年または 10カ年以上の計画期聞を採用する傾向があ

図表3-2a 長期経営計画の場合(問 2) (( )内は%)

計画期間 10 10~50 50~100 100 不無明・
4口" 計

億円未満 億円未満 億円未満 億円以上 記入

3 カ 年 。 1 ( 5 0) 。 。 。 1 ( 0 8) 

5 カ 年 2( 50 0) 4( 20 0) 15( 65 2) 30 ( 441) 2( 50 0) 53 ( 44 5) 

7 カ 年 。 3( 15.0) 1 ( 4 3) 1 ( 1 5) 。 5( 4.2) 

10カ年以上 2( 50 0) 10( 50.0) 6 ( 261) 32( 47 1) 2 ( 50 0) 52 ( 43 7) 

そ の {也 。 2( 10 0) l( 4 3) 5( 7 4) 。 8( 6 7) 

回回答答会総社数数 4((1000) ) 4 (100 0 
20((1000) ) 
20 (100 0 

23((1000) ) 
23 (100 0 

68((1000) ) 
68(100.0 

4((1000) ) 
4000.0 

119((1000) ) 
119 (100 0 

回答・会無社記数 4((211) ) 20((194) ) 23 ( 32 8) 68((368) ) 4((222) ) 119((301) ) 
不明 入 15C 78.9 83C 80.6 47( 67.1 117C 63.2 14C 77 8 276C 69 9 

会社総数 19 (100 0) 103 (100 0) 70 (100 0) 185 (100 0) 18(100 0) 395 (100.0) 
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図表3-2b 長期経営計画の場合(問 2) (( )内は%)

計画期間 組立生産 機進行械生的産 化進行学生的産 その f也 不無明・記入
dにCコ誌 計

3 カ 年 。 。 1 ( 2 7) 。 。 1 ( 0 8) 

5 カ 年 25( 61 0) 12( 52 2) 10( 27 0) 5( 41 7) l( 16 7) 53 ( 44 5) 

7 カ 年 l( 24) 。 1 ( 2 7) 2 ( 16 7l 1 ( 16.7) 5( 4 2) 

10カ年以上 11( 26 8) 11( 47 8) 23 ( 62 2) 3( 25 0) 4 ( 66 7) 52 ( 43 7) 

そ の 他 4 ( 9 8) 。 2 ( 5 4) 2( 16 7) 。 8( 6 7) 

回回答答会総社数数 41((1000) ) 23((1000) ) 37((1000) ) 
12 (100 0) 6((1000) ) 119((1000) ) 

41000.0 23000 0 37000 0 12 (100 0) 6000.0 119 (100 0 

回答・会無社記数
不明 入

41((252) ) 
122( 74 8 

23((247) ) 
70( 75 3 

37((463) ) 
43 ( 53..8 

12((343) ) 
23( 65 7 

6((250) ) 
18( 75 0 

119((301) ) 
276( 69.9 

会社総数 163 (100 0) 93(100 0) 80(100 0) 35 (100 0) 24 (100 0) 395 (100 0) 

るかについては，図表 3-2bから若干の示唆がえられるであろう。これによる

と，組立生産→機械的進行生産→化学的進行生産となるにしたがって 5カ年

計画は少なくなり， 10カ年以上の計画の実施率の方が高くなっている。これら

生産方式の違いは直接には生産の技術的特性の違いを示すのであるが，それら

に一貫した相対的な違いとしては，少

なくとも 1986年当時は，組立生産→機

械的進行生産→化学的進行生産となる

にしたがって，製品種類が少数に集約

され，生産量や生産ロットが大きくな

るため，比較的集約的，量産的に生産

される(文字通りの量産方式が行われ

るのは比較的少数であるが)傾向があ

れ逆に，化学的進行生産→機械的進

行生産→組立生産となるにしたがっ

て，品種は多様化し，それとともに生

産量や生産ロットも少量化し，生産は

図表3-3 中期経営計画の計画期間(問 2) 

h、
広

社
数

3001 

200 

lOO 

0 3 5 7 10 そ 不
ケ ケ ケ ケ σ〉 R月
年 年 年 以年 {也

無
上 記入

回答会社数=350回答総数=350
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全体として細切れに行われるという傾向があるようである。当時のそのような

特徴が今日でも当てはまるものとすると，長期計画の計画期聞は，製品の生産

が集約的，量産的に行われるほど 10カ年以上とするケースが多くなり，生産が

分散的，小分け的に行われるほど5カ年とするケースが多くなっているといえ

ょう。

これらと同じ様相を中期経営計画についてもうかがうと，図表 3-3のようで

ある。全体的には回答会社のうち90%近く (886% = 350/395社*100)が実施し
ているから，中期経営計画はすでに上場会社では一般化しているものといえよ

う。

この様相から推察すれば，経営規模の大小に係わらず大半の会社で行われて

いることが想定されるが，ちなみにうかがうと，図表 3-4で2行ある「回答会

社数」の下行のようである。中期計画を実施する会主士の規模別割合はかなり不

規則に凹凸しており，やはり規模との聞に安定した関係はうかがえないようで

図表3-4 中期経営計画の場合(問 2) (( )内は%)

計画期間
10 1O~50 50~100 100 不明無 ・ 4E2コh 計億円未満 億円未満 億円未満 億円以上 記入

3 カ 年 10( 66 7) 63 ( 66 3) 42( 750) 111 ( 66 5) 10( 588) 236( 67 4) 

5 カ 年 3( 20 0) 24 ( 25..3) 13( 23 2) 50 ( 29..9) 6( 353) 96 ( 27 4) 

7 カ 年 2( 13 3) 5( 53) 1( 18) 4( 2 4) l( 5 9) 13( 3，7) 

10カ年以上 。 。 。 。 。 。
そ の 他 。 3( 3..2) 。 2( 1 2) 。 5( 14) 

回回答答会総社数数 15((1000) ) 15 (100 0 
95((1000) ) 
95 (100 0 

56((1000) ) 
56 (100 0 

167((1000) ) 
167 (100 0 

17((1000) ) 
17(100 0 

350((1000) ) 
350(100，0 

不回明答・会無社記数入 15((789) ) 4( 21 1 
95((922) ) 
8( 7..8 

56((800) ) 
14( 20，0 

167((903) ) 
18( 9..7 

17((944) ) 
l( 5.6 

350((886) ) 
45( 11 4 

会社総数 19 (100..0) 103 (100..0) 70 (100 0) 185 (100 0) 18 (100 0) 395(100 0) 
L 一 一

( 1 ) 組立生産，機械的進行生産，化学的進行生産の相対的な違いについては， 1986年当時の

データにもとづいて若干の分析を試みた。三浦和夫，田中嘉穂，井上信一「生産方式と原

価管理の最近の動向一昭和61年調査の概要一j W研究年報~ (香川大学経済学部)，第27
号， 1988年， 13~18 ページ。
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ある。

このような中期計画がどのような計画期間で行われているかを同じく図表

3-3でうかがうと， 3カ年を計画期間とするものが236社(67..4%= 236/350社*

100)， 5カ年を期間とするものが96社 (274%)で，両者を合わせると実施会

社数のうちで949%の大半を占めている。この状況から，中期計画においても，

通例は特定の期間を定めて行う計画が策定されており，そのような計画の期間

はほぼ3カ年か5カ年のいずれかであるといえる。

長期計画と中期計画の以上のような実施状況を重ねあわせて，全体的にはつ

ぎの様相がうかがえるであろう。まず，長期計画を編成している比較的少数の

会社では，同時に中期計画も並行して実施していることが多いようであり，機

能的には両者は補完しあっているものと思われる。そのような会社グループよ

りも主流となるのは，中期計画のみを策定する会社グループであろう。より具

体的な推定によると，亜流となる長期計画と中期計画を併用している会社では，

それぞれ10カ年以上および5カ年を計画期間とするか5カ年および3カ年の

計画期間とする方式が採用されるようであり，それぞれのケースが50社程度

(約12..7%= 50/395社*100)あると思われる。相対的に品種集約的量産型の経
営では，長期計画，中期計画それぞれを 10カ年， 5カ年とすることが多く，多

品種小分け生産型の経営では 5カ年， 3カ年とするケースが多くなるようで

ある。さらに 5カ年のみの中期計画を編成しているケースがこれらとほぽ同数

程度であり，最も多いのは， 3カ年の中期計画のみを編成しているケースで，

170社強程度(約43..0%強=170/395社*100)あることがうかがえる。

(2) 計画の適用範囲

長・中期計画が対象としている事業経営の時間的な広がりがこのようであっ

たとして，つぎにその空間的または事項的な広がりはどのようであろうか。そ

の点についてはきわめて概括的にしかうかがえないが，大要は図表3-5のよう

である。

そこでは，長期計画にしても中期計画にしてもそれを策定する場合は，ほぽ

経営全般を対象とする総括的な計画が主体となっているようである。長期計画
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119社のうち 75.6%(90社)がそれを

においては，これを編成する前述の |図表 3-5長・中期経営計画の適用範囲(問1)
300 

ι200~------
計画においては，前述の350社のうち |会

|社

79..1% (277社)に当たる会社が全般的|数
100fーーーーーー

な計画を編成している。

これらの合計 367社(=90+277)は，

全般的計画として策定しており，中期

会社総数から「長・中期計画を策定し

ない」会社と「その他」の会社を除い

た会社371社 (=395一(18+6))と大

体一致しているから，長・中期計画を

6
Z
そ
の
他

長長中中
期期期期
をををを
全部会部
般分般分
的自勺的的
lこ l二 l二 lこ

回答会社数=395回答総数=462

部分計画として編成している場合は，

それだけを単独に編成しているというのではなく，全般的計画と並行している

ケースが大方のようである。このような部分計画が編成されるのは，たとえば

製品系列別の計画や生産計画・販売計画などのように，対象領域を限定した部

分計画を編成してそれらを積み上げ全体計画を策定するという場合であるか，

あるいは設備計画，要員計画などのように個別的な長期課題に対する重点的な

新戦略が立案され，それらをやがて全体計画に統合するなどのようなケースで

あろうと想像される。いずれにしても，長・中期計画の中心は全社の総合計画

であるとされ，部分計画は，それに統合されてその是非が問われているという

のが現状ではなかろうか。

この様相を経営規模別の様相によってもう一度確認しているのが図表3-6で

ある。長期計画も中期計画も行っていない会社数が資本金規模の拡大とともに

減少しているのは，長・中期計画のいずれかを実施するケースが規模の拡大と

ともに緩やかに増加していたことの裏返しといえよう。

このような長・中期計画の様相から，現状においては，長・中期の計画でえ

られた戦略や見通しは，最終的には中期の期間総合計画として集約されること

が通例であると推察される。
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資本金規模別の長・中期経営計画の適用範囲(間 1) 

』図l国車円未満
囚10-50{，ti円未満
図50-1∞億円未満
図1目f，@円以上

図表3-6
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短期利益計画の策定(問 3) 図表3-7

300 

短期利益計画の形態

(1) 

短期利益計画の形態がうかがえる質

編成形態

3-2 

制

別
会
社
数

その一つに計画問項目は少数であり，

14 

正
式
文
書

よ

争
回答会社数=389回答総数=389

その概要

は図表3-7のようである。短期利益計

の形式に関するものがある。

5

一
計
図
中

不
明
"
無
記
入

そ
の
他

そ
の
段
階
で
な
い

一
定
の
形
式
で

。
画を編成していないとする会社は 14

社(計画中の5社+その段階でないと

する会社の 9社)"'29社(上記の 14

社+その他の9在+不明6社)程度で

あり，大半(92，7%ニ (352+14) /395社

は何らかの決まったフォーム* 100) 
それを作成する場合には，で短期利益計画を編成している。短期利益計画は，

一定のフォームによる公式のものとすることが大半の 96，，2%(ニ352/(352+ 

これによると公式の手順や組織を明確にしていないケース14) * 100)であり，
はわずかであると思われる。
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(2) 立案主体

短期利益計画の作成主体についてうかがうと，図表3-8のようである。これ

は直接に短期利益計画の形態に関するものではないが，作成主体が誰であるか

によってある程度その内容が推察されるであろう。

この質問には全部で382社が回答しており，図表 3-7で短期利益計画を編成

していると見られる 366社に照して若干不整合であったり，またいくらか複数

回答も見られるが，大勢はうかがえるであろう。それによると，短期利益計画

は，経理部，企画部，管理部，社長室，総務部などおそらく会社全体を管理ス

パンとしている「部」組織が担当しているケースが大勢(単純合計で319社)

であろうと見ても，それほど事実の曲解とはならないであろう。これらの会社

には，おそらく事業本部制，事業部制などを採用している比較的大規模の会社

で，経理本部，企画本部などが組織されているケースも含まれるものと推定さ

れる。

これら経理部，企画部などの部組織は，経理課，企画課など中位の階層とも

連係して業務を行っているであろうから，複数回答の多くはそのようなケース

となっているのではなかろうか。

A 
E 

社
数

図表 3-8 短期利益計画の立案主体(問 6) 
300 

200トーーーーーー--ーーーーー司 F ー市ーーーー一ー-----ー---ーーーーーー-

100~郡 古-- - -ーーーー“ーーーーーーーーーーーー--ーーーーーーー戸ーーー

。

回答会社数=382 回答総数=422
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短期利益計画の形態については，わず、かな手掛かりによる大まかな推定でし

かないが，公式の手順によって全社レベノレの行動を統合する来期の総合計画に

係わるものと，通常共通に理解されているものとあまり違わない状況が推察さ

れる。

(3) 予算編成との関連

一口に短期利益計画といっても，実質的な機能や形態は会社によりかなり相

違するであろう。予算編成との関連をうかがうことによって，何か示唆される

ことはないであろうか。その概要は図表3-9のようである。

質問項目にある各選択肢の内容には微妙な解釈の余地があるから，実態をで

きるだけ明快に理解するため，まず、その内容を確かめておくこととしたい。選

択肢の内容はつぎのようであった。

① 短期利益計画と企業予算の編成を同一と解している。

② 企業予算は利益計画を構成する主要部分である。

③ 予算編成にあたって短期利益計画の作成を前提としている。

④利益計画と企業予算は別個のものである。

⑤ その他(具体的に:

選択肢④は，短期利益計画と予算編

成が区別され，前者が後者に先行して

作成されているとしても，予算編成は，

短期利益計画をあまり意識せず，少な

くとも公式には短期利益計画に拘束さ

れないと思われるケースであろう。そ

のような会社は 395社のうち 9社 (2

3%)である。無視しうるほど特殊な

ケースであるから，通常のケースでは

両者密接に関連しているといえる。

選択肢①では，両者が必ずしも異

なった実体を呼称するものでなく，実

図表 3-9 短期利益計画は予算編成とどう

関連するか(問7)

A 
民

社
数

300 

200 

100 

予
算
編

市IJ 帝IJ 間無
のをー 記
前包 入
提摂

回答会社数=386 回答総数=387
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質的には同じものであるとしている。短期利益計画は，部門別予算を編成する

出発点でもあり到達点でもあるため，両者を異なる実体であるとして段階的に

行うというより，両者はむしろ融合的に行われるというケースであろう。その

数は 239社で，60ド5%(=239/395社*100)を占めておりもっとも典型的なケー

スとなっている。

選択肢③は，短期利益計画と予算編成はそれぞれ固有の役割と実体を備える

ものとされ，短期利益計画は予算編成に先行して作成され，予算にとってかな

り信頼される具体的方針として受け止められるケースであろう。そこでは，短

期利益計画が編成されると，予算編成がそれを実現するための執行計画となる

から，両者は編成手続的に密接に関連しているといえよう。そのような会社は

62社であり，全体の 15..7%(= 62/395社*100)に当たる。

選択肢②では，短期利益計画は，執行計画として具体化される予算を主要部

分として包摂し，それを取込んだものと解されている。やや選択肢①に近いと

もとれるが，恐らく，短期計画に入る前に大まかな経営重点方針のようなもの

が示されるとしても，来期の全般的方針については十分な確認がなされていな

いため，予算編成にあたって部門管理者との聞で全般的方針を協議するという

ケースといえるのではなかろうか。そのようなケースを①のパターンの変形と

見るか，③のパターンの変形と見るかは微妙であるが，ひとまず①と③の中間

的なものに位置づけられるとしておきたい。そのような会社は 71社であり，全

体の 180% (=71/395社*100)である。

選択肢①~③のいずれのケースであっても，短期利益計画と予算編成は手順

的に密接に関連しており，それが短期計画のベースになっているが，濃密さの

程度にはバラエティがある。予算編成が各部門の執行計画であるとほぼ共通に

理解されているとすれば，そのような予算との関連のバリエーションであると

いえよう。

ついでながら，この事情が経営規模とどのように係わっているかを外観して

おきたい。なぜなら，事業規模が大きくなると，総じて事業内容も多様化する

であろうから，具体的な部門別実行計画に入る前に，次期の全社的な戦術課題
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の解消策ゃある程度のセグメント別計画を含む全体として首尾一貫した見通し

のもとに，予算と取り組む必要性が高くなるのではないかと思われるからであ

る。

それをうかがうのは図表 3-10である。これによると，短期利益計画のあり方

と規模との聞にそれほど緊密な・関係があるとは思われない。データから受ける

印象では，資本金規模がおよそ 50億円未満であるか 50億円以上であるかに

よっていくらか段差のようなものがうかがえる。 50億円未満の会社では，短期

利益計画が予算と同一であるとするケースと両者は密接で、あるが異なる実体で

あるとするケース(利益計画が予算を包摂するケースおよび短期利益計画が予

算の前提となるケース)とがだいたい均衡した状況にある。ところが，資本金

50億円以上の会社になると，短期利益計画と予算編成が同一であるとする会社

がやや多くなって 2/3強となり，両者を区別するケースは 30%以下に下がって

いる。

予想される事態とむしろ逆の傾向であり，短期利益計画のあり方の違いがど

のような事情によるかは，単純でないようである。

以上の観察から，短期利益計画は，通常，全社を対象として公式に編成され

図表3-10 短期利益計画と予算編成との関連(間7) (()内は%)

短(予期算編利成益との計関溺画
10 10~50 50~100 100 不無明・ ぷIコL 計
未満億円 億円未満 億円未満 億円以上 記入

予算編成の前提 2( 10 5) 24( 24 0) 9( 130) 24( 133) 3 ( 16 7) 62( 16 1) 

予算編成を包摂 7( 36 8) 25( 25 0) 12( 174) 23( 12 8) 4 ( 22 2) 71( 18 4) 

両者は同一 10( 52 6) 49 ( 49 0) 46 ( 66 7) 124( 68 9) 10( 55 6) 239 ( 61 9) 

両者は別個 。 3( 3 0) l( 1 5) 4( 2 2) 1 ( 5 6) 9( 2 3) 

Jピヲ の 他 。 。 l( 1 5) 5( 2 8) 。 6( 1 6) 

回回答答会総社数数 19((10010) ) 101((1010) ) 69((1000) ) 
180(100 0) 18((1000) ) 387((10013) ) 

19 (100 0 100 (100.0 69 (100 0 180 (100 0 18 (100 0 386 (100 0 

回答・会無社記数 19(100.0) 100((971) ) 69((986) ) 180((973) ) 18 (100 0) 386((977) ) 
不明 入 。 3( 2 9 l( 14 5( 2 7 。 9( 2.3 

会社総数 19 (100.0) 103 (100 0) 70 (100 0) 185 (100 0) 18 (100 0) 395 (100..0) 
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そのあり方は一様るとしても，予算編成との関連でそのあり方をうかがうと，

でないことが予想される。

それには，長・中期計画との関連も関係しているのではなかろうか。

長・中期計画と短期利益計画との関連3-3 

短期利益計画が長・中期計画とどのように関連するかをうかがう選択肢は，

中長期経営計画をある程度織り込んだ短期利益計画を作る。

中長期経営計画の中の初年度をそのまま短期利益計画とする。

中長期経営計画の一環として短期計画を立案するが，必ずしも中長期計

つぎのようであった。

①

②

③

 

画に規制されない。

短期利益計画は中長期計画と別個に立てる。④ 

⑤ 

ここ、では，長期計画および中期計画との関連をまとめてうかがっているので

前述のように実際には長期計画を編成している会社の多くは中期計画

また，多くの会社が

長・中期の見通しを中期計画に集約し

その他(具体的に:

あるが，

図表 3-11 長・中期計画は短期利益計画

にどう関連するか(間 4) 

も策定しており，

ているというのが実情のようであるか
300 

ら，事実上，中期計画との関連につい

-炉ハH
U

A

H

v

m

m

 

会
社
数

て回答されているものと見られるであ

ろう。

図表3-11によると，短期利益計画と

予算編成との関係がまちまちであった

i

l

 
ように，中期計画との関係もまたまち

一一ムz雌主主
両織あ規一気i初そ 不
者りる制環Jt!lif の sJj 
は込手呈さだと皮 f也 僻

別む皮れがすを 告
側ずる 丈

回答会社数=369 回答総数=372

まちなようである。

まず，選択肢④では，短期利益計画

は中期計画とは別個に編成されると見

られている。短期計画に先行して中期

計画が策定されるであろうから，両者まったく無関係ということはないであろ
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うが，中期計画が必ずしも短期計画との正確な一貫性を期待して検討されるの

ではなく， かなり独自な展開が行われるため，短期利益計画は必ずしもそれと

の一貫性が強くもとめられるほどではなく， 比較的緩やかに受け止められると

いうケースであろう。 そのような会柾は50柾(12..7%= 50/395社*100)あり，

無視できるほどではない。

選択肢①は，前のケースより中期計画の影響を受けている。このケースでは，

中期計画においてたとえば中期の経営環境予測，経営目標や利用可能な資源枠，

新規戦略などは検討されるが，来期の短期的事情や重点方針については十分に

検討されていないため，短期利益計画では，中期計画の重点項目を大枠として

受け止めるがそれなりに独自の展開が図られることとなるであろう。そのよう

な会社は 122柾 (30.9%= 122/395在*100)あり， グループとしてはかなりま

とまっている。

選択肢③では，中期計画が年次別の総合計画をまとめたものとしてかなり具

体的に検討されるため， その初年度分はほぼ次年度の計画に相当するが，短期

利益計画ではそれを参照しながらさらに短期的事情を詳細に検討するという

ケースであろう。中期計画の初年度分が，短期利益計画のかなり確実な枠組み

としての役割を果たしているものと思われる。このようなケースは， 111社(28..

1% =111/395社*100) あり， これもかなりまとまっている。

選択肢②では，中期計画がやはり年次別の総合計画として編成され， その初

年度分がそのまま短期利益計画とされている。このケースでは，中期計画と短

期利益計画がほとんど融合して一体的に行われているのであろう。たとえば3

年なら 3年の中期計画で，各年度の計画編成時に，前年度編成済みの 2年分に

3年先の 1年分を加えるローリング方式で計画が進められるとすると， そのう

ちの初年度分はその時点ですでに3度目の検討が加えられることになる。 その

つど年次計画がより確実で、詳細に詰められるであろうから，中期計画の策定が

(2 ) ローリング方式による長・中期計画の実施状況は， 1986年の状況を示すつぎの調査(主
たる対象は上場会社と恩われる)から，かなり普及していることがうかがえる。 Cf伊藤
博「わが国における予算管理の現状と課題一実態調査の結果を踏まえて J ~経営実務』

第416号， 1988年、12月， 11ページ。
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完了した時点で，その初年度分はかなり詳細な短期事情を考慮したものとなり

うるであろう。それが次年度の短期利益計画とされるのである。そのような会

社は82社 (20引8%=82/395担*100)で，やはりそれなりにまとまったタイプ

となっている。

以上，短期利益計画の特徴を中期計画との関係で包括的な特徴をうかがった

のであるが，ここでもいっそうバラエティに富んだ様相さえうかがえる。おそ

らく，短期利益計画の両サイドにある中期計画や予算編成が，短期利益計画と

どう関係しているかが多様であるというこれらの事情が，短期利益計画の一般

的なあり方をイメージしにくくさせる背景になっているのであろう。しかし，

長期の傾向としては，長期計画を編成する場合には，…短期計画に関連づけよ

うとしてきており，長期計画の普及とともに両者を関連づける経営は昭和30年

代半ばの65%前後から 50年代の75------80%へほぽ確実に増加してきた」ょうで

あれ今回は①，③，②のケースが85ι%(= (122+ 111 +82) /369社*100) 

であることから，基本的には，長・中期計画と短期利益計画との関連はほぼ着

実に緊密化の方向に向かっていることを見逃すべきでない。

上記の現状と経営規模との係わりについても簡単に見ておきたい。図表3-12

によると，両者に明快な関連はほとんどうかがえない。短期利益計画と中期計

画はほぼ独立しているというケース(，長・中期とは別個J) は，資本金10億円

未満の会社に多い (333%)が，それと対照的に両者が一体的に融合して策定

されるというケース(，長・中期の初年度を短期利益計画とするJ) は， 10億円

以上の会社に多くなっている(20%強)。これら両極のケースの中間的な形態で

は，規模による一定の関係はあまりうかがえない。

3-4 長・中期計画，短期利益計画と予算編成の相互関連

長(中)期計画のローリングを制度化されていますか。
制度化している 103 ( 660) 
制度化していない 53 ( 34 0) 
回答会社数 156 (100 0) 
(不明・無記入 4) 
(会社総数 160) 

( 3) 田中嘉穂「わが国における短期利益計画の実態 昭和 30 年代~50 年代の動向ーJ W現代

会計の展開』香川大学会計学研究室，昭和58年， 228ページ。
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図表3-12 長・中期経営計画と短期利益計画との関連(問 4) 

(( )内は%)

短(長・期中期利計画益以計関画連)
10 10~50 50~100 100 不盤明・ 4に3コ誌 計億円未満 億円未満 億円未満 億円以上 記入

長・中期とは別個 6( 33 3) 16 ( 16 7) 9( 13 6) 19( 10 9) 。 50 ( 13 6) 

長・中期をある程鵬占む 7( 38 9) 23 ( 24 0) 21 ( 31 8) 65 ( 37.4) 6( 40 0) 122 ( 33 1) 

長中期d一理fib(捌されず 4( 22 2) 36( 375) 19 ( 28 8) 49( 28 2) 3( 20 0) III ( 30 1) 

前年度を短期利益計画tする 1 ( 5 6) 21 ( 21 9) 17( 25 8) 37( 21 3) 6( 40 0) 82 ( 22 2) 

そ 。〉 {也 。 。 。 7( 4 0) 。 7( 1. 9) 

回回答答会総社数数 18((1000) ) 96((1000) ) 66((1000) ) 177((1017) ) 15((1000) ) 372((1008) ) 18 (100 0 96 (100 0 66(100 0 174(100 0 15(100.0 369 (100 0 

不回明答・会無社記数入 18((947) ) 96((932) ) 66((943) ) 174((941) ) 15((833) ) 369((934) ) 
l( 5..3 7( 6 8 4( 5 7 11 ( 5..9 3( 16 7 26( 6 6 

会社総数 19 (100 0) 103 (100 0) 70 (100 0) 185 (100 0) 18 (100 0) 395 (100 0) 

短期利益計画は，中期計画や予算編成との関係に濃淡があって，独自のステツ

プが明白であったりなかったりする

ケースがあるとわかったのであるが，

それら相互間の多様性に，いくつかの

パターンはうかがえないであろうか。

(1) 長・中期計画と予算編成との

関連

それをうかがう一面として，これま

での分析に加えて長・中期計画(実質

的には中期計画)と企業予算との関係

を概観すると，図表3-13のようであ

る。ここでは，短期利益計画の両サイ

ドにある中期計画と予算編成との関係

図表 3-13 企業予算は長・中期

計画とどう関連するか(問 5) 
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両
者
は
別
個

を直にうかがっているのであるが，それによってどのような事態が示唆される

であろうか。
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これに関する選択肢を掲げるとつぎのようである。

① 予算は中長期経営計画の一環(初年度分)として編成される。

② 予算は中長期経営計画を大綱として編成する。

③ 予算は中長期経営計画とは切り離して別個に編成する。

④ その他(具体的に:

-21-

まず，選択肢③においては，中期計画は予算編成とは直接の関係がなく，両

者はむしろ固有のプロゼスとして独自に展開されるものであり，関係があると

しても短期利益計画を介して間接の関係になるというケースであろうと予想さ

れる。このようなケースの会社は110社 (278% = 110/395社*100)あって，

それなりにかなりまとまったグループとなっている。

選択肢②では，中期計画と予算編成はより接近してい、て，たとえば中期計画

における重点事項や次年度の年次計画が予算編成の方針や大枠として受け取ら

れるなど，中期計画で検討したことが直接に予算編成に生かされるというケー

スであろう。そのようなケースは 139社 (35，2%= 139/395社*100)あり，こ
のグループもかなりまとまっている。

最後に，選択肢①のグループは，文字通りには，中期計画の一環として編成

される年次の総合計画のうちの初年度分がそのまま予算とされるケースである

が，字義通りそのように進められるのかどうかはともかく，中期計画と予算編

成とが一体的で濃密なプロセスの中で編成されるケースであるとしておきた

い。会社数としては 126社 (31，，9%= 126/395社*100)あって，これも一つの

パターンを形成している。

上記全体の印象によれば，中期計画と予算編成とは，短期利益計画が介在す

る可能性があるため両者が間接的になるとされるケースが多くなっているが，

それにしては総じて親密な関係におかれているといえるようである。

(2) 相互関連に見られる基本ノfターン

このような背景事情を念頭におきながら，あらためて短期利益計画のあり方

をうかがうと，いかなる多様性の中にあるといえるであろうか。

ただ，ここで短期利益計画といっても，それは必ずしも一定の形態や内容を
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備えたものが独自の計画ステップで策定されることを前提とするのではなし

ある種の計画機能を指すものと柔軟に理解しておきたい。つまり短期利益計画

は rこれから予算編成をする各部門管理者に直接提示するため，来期に適用さ

れる何らかの全社方針に当たるものを検討したり要点をまとめたりすること」

であるとやや抽象的，包括的に解しておきたいのである。 その態様はケースに

よって多様であって，短期目標を達成する概算的な総合計画を編成し， それに

もとづいた実質的な短期方針を示す場合もあれば，短期についてはそれほどの

具体的検討なしに， もっと概略的，重点的，経験的に方針が提起されるため，

実質的には「短期」利益計画と呼べるような内容が乏しい場合もあり， ケース

は多様となるであろう。 しかも，短期利益計画には，独自の計画ステップがあ

る場合もあり，他のステップと融和的に行われる場合もありうる。

より正確な実態はクロス集計によって確認すべきであるが， ここではこれま

での考察から推察される基本パターンをいくつか推定してみるにとどめたい。

① 

② 

短期利益計画が，中期計画や予算編成と一体となって編成されるタイプ

たとえば中期計画が， 前期の計画に新たな 1カ年を漸進的に追加し

ながら毎年3カ年ないし 5カ年についてローリング方式で編成される

という場合には， それを構成する各年度の年次計画は年々見直される

であろうから，各年次計画は執行時期が近づくにつれてしだいに行動

計画らしい具体性を備えてくることとなるであろう。 このような計画

手順が採られるケースでは，中期計画は，単に経営体質の変革を目指

す中期課題の解消策の提起やそれらの中期利益計画への統合など本来

の中期計画機能だけを果たすのではなく，短期利益計画や予算編成な

ど短期計画機能もかなり取込んで，計画ステップとしては上位の管理

者を中心として中・短期計画が融合的に作成されるところに特徴があ

るようである。

短期利益計画は，①のように中期計画の中で一体的に編成されるが，予

算はその初年度分をガイドラインとして独自のステップで設定されるタイ

プ
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短期利益計画は，①のタイプのようにやはりローリング方式で編成

される中期計画の中でやはり一体的に編成されるのであるが，その初

年度分は，ただちに執行計画としうるほどには具体化されていない。

そこで，各部門の執行計画としての予算は，その初年度分の内容とそ

れにもとづく年度経営重点方針を基本指針として，あらためて各部門

の立場からの計画として具体化されるというケースであろう。

③ 中期計画では次期の行動計画はあまり具体的には検討されず，短期利益

計画は，部門管理者との協議によって予算編成プロセスとも一体化して作

成されるタイプ

このケースの中期計画は，中期課題の解消策やそれを統合した中期

利益計画が策定されるとしても，総じて 3ないし 5年毎にそのような

中期見通しをえることに重点がおかれるため，それを構成する年次計

画には必ずしも実際行動的な具象性が備わっていないというケースで

あろう。

そこでは，中期計画の作成に携わった上位管理者は，その計画概要

やそこからえた重点方針を部門管理者に提示し，必要なら，来期の全

般的な短期方針が協議されることとなるであろう。中期計画でえた中

期見通しは，短期計画に対する何らかのグランドデザインとして尊重

されることとなるであろうが，それをベースにして次期の外部環境予

測，短期課題やその解消策の検討，総合的な概算予算の編成など，短

期の全社方針的な内容が話し合われるであろう。

短期計画を具体化する過程では，全体を統括する上位管理者と各部

門管理者とは当初の協議だけでなく，何度か公式，非公式の交渉が重

ねられることとなるであろうから，短期利益計画独自のステップは必

ずしも明快で、なしむしろ予算編成プロセスと一体化しているものと

受け取られるであろう。

④ 短期利益計画が，中期計画や予算編成のいずれのステップとも区別され

る独自のステップとして編成されるタイプ

OLIVE 香川大学学術情報リポジトリ



686 

それを構成する年次計画

には必ずしも来期の環境予測やセグメント別明細を配慮する具体性は

ないであろう。

そこで，短期の全社方針をあらためて検討するために，来期の外部

環境の予測，多くの部門にまたがる短期課題の解消策の立案，短期の

概算的な総合計画の編成などを討議する固有の短期利益計画らしい計

画プロセスが展開されるのである。

それはまだ総括的な概算予算的な性格のものであるため，しカ〉し，

さらに各部門の立そのような概算とそれに係わる重点を方針として，

このタイプでは，場からの行動計画が具体化されなければならない。

予算編成の前に各部門管理者にとって根拠の明らかな方針が示される

ため，全社見通しと整合的で一貫した予算となりやすいといえるので

はなかろうか。

各種タイプの中では，短期利益計画にもっとも明白な実体が備われ

中期計画→短期利益計画→予算編成の3つのステップと手順が区分さ

れやすい。

多くの場合，長・中期的な見通しゃ全社的な見通しは，最終的には実行計画

である部門予算に大なり小なり反映され，見通しの実現化が図られることとな

るであろうが， そこにいたるまでの具体化のプロセスは，現状において必ずし

かなりバラエティがあるようである。長・中期の見通しの実

また全社的

も一様ではなく，

現化を強調する場合には①またはそれに近いタイプとなりやすく，

な総括的見通しとの一貫性や統一性が強調される場合には，④またはそれに近

(4 ) 年度予算が，長・中期計画の実現手段として認識されている程度は， 1986年の伊藤博，
前掲調査からもうかがえる。

費社では，年度予算を戦略計画・長(中)期計商の実現手段と位置づけておられます

か。

位置づけている
位置づけていない
回答会社数
(不明・無記入
(会社総数

香川大学経済論叢

このケースの中期計画でも，③と同様に，
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いタイプが採られ， それらの中間形態として②および③が位置づけされるとい

えるのではなかろうか。

4 予算管理の現状

予算編成方針の特徴一一編成主体と目標レベノレ

これまでの検討から，上位管理者は，来期の部門別予算の編成にあたり，少

なくとも長・中期計画で承認した経営目標，計画概要，重点方針などを部門管

理者に提供し，次期の予算編成に共通の背景，取り組みの方向や課題を提示し

また，より積極的には，このような長・中

期の見通しのみでなく，来期の外部環境予測や特に各部門に共通する業務課題

一定の方針や施策が立案，提示されていることもうかがえた。われ

4-1 

ょうとしていることカ宝うかがえた。

を検討し，

われは， その趣旨は，部門別計画に長・中期計画の実現化を促すこと， および

全社の部分計画に一貫性を確保することにあると考えてきた。

それでは，笑際に，部門管理者が利用する予算編成のガイドラインとなるよ

うな方針(実質的にはわれわれのいう「短期利益計画」 とほぼ一体的なもので

あろう)は，どのような特徴を備えているであろうか。

方針の編成主体(1) 

それをうかがうために，図表4-1ではそのような方針作成のリーダーシツプ

の現状が質問されている。「予算編成の作成方針は，次のいずれに最も近いです

カ'J との質問に対するつぎのような選択肢から，方針の作成と承認が主として

誰のイニシアチブによっているかが問われている。

①

②

③

④

 

トップの方針にもとづいて，予算担当部門が作成する。

予算担当部門が独自に原案を作成し，

各部門の了解を得たうえで，予算担当部門が作成する。

トップの承認を得る。

その他(具体的に:

この質問には390社 (98..7%= 390/395社*100)が回答しているから，ほと

んどの会社で予算編成にあたってはあらかじめ調整指針かガイドラインのよう

なものが示されているといえよう。
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ラインの上位管理選択肢①のケースは，

図表4-1 予算編成方針の作成と

承認の主体(問 B) 
者が来期の予算に関してグランドデザイン

300 かガイドラインのような内容を積極的に指

予算管理スタップがその意を汲んで示し，

』ハH
V

ハH
v

m

m

 

会
社
数

そ

のようなケースは 150社(380% = 150/395 

方針をまとめるというケースであろう。

社*100)あり， 1つの典型的なパターンと

なっている。おそらく，長・中期計画や短

期利益計画のような全社の計画が，上位管

07iトプj魚了各そ 不
針 Y 泊、案解部の明
でフ承をで門他 担

作の認ト作の 73 
成 Y成 丈

回答会社数=3ω 回害総数=393

理者のリードとスタッフ部門との協力関係

でかなり確信の持てるところまで検討され

ているケースに適用されやすいパターンで

あろう。

一口に予算編成方針といってもその態様にはやはりバリエーション

どちらかといえばスタップの予算担当部門の方

スタップ部門で取りまとめられた方針案が上位管理者

がうかがえる。選択肢②では，

しかし，

にイニシアチブがあり，

そこでは，によって後追い的に検討，承認されるというケースのようである。

スタッフ部門の判断による方針案が素案とされるから，必ず、しもトップの積極

そのようなそれが前提となる必要はない。的なリードや意向が込められたり，

ケースは 104社(26れ3%=104/395担*100)であり，これもかなり見られるケー

スといえよう。

また選択肢③では，予算編成方針は，必ずしも上位の全体管理者できっちり

決められた短期方針が示されるというのではなく，何らかの全般的方針が示さ

れるとしても，短期の環境予測，来期の共通的な業務改善課題やその方策はあ

らためて部門管理者との協議で検討され，それが次期予算の方針とされるケー

ここでは，予算の方針が，上位者からの指示に近いものとして受スで、あろう。

かなり部門管理者の意向を反映しながら参加的，共

そのような会社は100社

け止められるのではなし

通的に協議されるところに特徴があるといえよう。
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これもかなり見られるケースである。で，(25 3% = 100/395社*100) 

予算編成方針の作成と承認の主体いかんの問題は，次期の全体方針をいかに

またそれをいかに関係者間で納得的

なものとして共有するかの方法上の問題であると思われる。上述の選択肢①か

ら③となるにしたがって，予算編成方針は，総じて上位管理者の総括的な意向

革新的でありかつ整合的なものとするか，

予算編成方針の内この点に関しては，を反映したものとなりやすいであろう。

どちら容は，全体としてバラエティに富んだものとなっているようであるが，

かといえば微妙にトップ主導の方に偏っているようである。

方針の目標レベル

予算編成方針の特徴を示唆するこの状況をサポートしていると思われる別の

(2) 

ここでは，方針内容のー手がかりとして，図表 4-2を参照することができる。

部となると思われる全社の目標値はどのような水準に設定されているかが問わ

れている。目標のレベルとしては，

企業の基本方針としての理想的水準

努力目標としての期待水準

実勢を反映した現実的水準 予算編成方針の目標水準(問 9) 図表ト2

過去の平均水準

①

②

③

④

⑤

 
その他(具体的に:

会2001---扇-一一一一一一一
社
数

の各選択肢があり，全社目標が目指す

到達レベルの違いが示されている。

これによると，選択肢④のように過

去の実績の単純な平均レベルを目標と

O
一
過
去
の
平
均

水
準
実
勢
考
慮
し

た
現
実
水
準

努
力
目
標
と

し
て
の
期
待

するケースは皆無でトある。相対的にレ
不
明

無
記
入

回答会社数=391 回答総数=410

理
想
的
水
準

これまでの現ベルの違いはあっても，

状を変更することによってより高いレ

そのレベルは，通常は，選択肢①のように物理的な稼働条件の限界

ベルを目指すことが加味されているこ

とがわかる。

しかし，
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を直接，間接に視野に入れた理想的水準を目指すものではない。理想水準を目

690 

多くはより現実的な目標を目指しており，

指すのは少数の限られたケース(23社， 5 8% = 23/395社*100)のようである。

たとえば選択肢②に相当するほぼ

半数に相当する 186社 (471%= 186/395社*100)は，現状を着実に打破しう

るような努力目標を志向しているようである。

じ数の 191社 (48..3%= 191/395社*100)は，

勢や趨勢を加味して漸進的に現状を改善することを目指しているようである。

また，選択肢③のほぽそれと同

よく似ているけれども， より実

これらいず、れにしても，そのつどタイトに理想状態を追究，維持することより，

通しているようである。

より確実と思われるレベルへのステップ・アップを目指すという点において共

総じて，予算編成方針は，達成経験の繰り返しゃ単純な現状維持を目指して

現状変更的と思われる努力水準か，

いるのでないことが明らかであるが，目標レベルとしては，ややトップ主導的，

う点では，

やや内部調整的と思われる現実水準かとい

とも見られるのが現状のようである。

ほぽ相半ばしているが，理想的水準を考慮すればややトップ主導的

4-2 予算管理の骨子

管理対象となる原価(1) 

予算管理において，製造直接費は管理対象として

どのように扱われているであろうか。「予算管理の意

義は，従来の営業費や製造間接費の管理とともに，

製造直接費の管理にも役割が拡大されてきています

との聞に賛否をうかがったところ，図表4-3のカ'J

ょうであった。設問の仕方が唐突である嫌いがある

かもしれないが， そう思うと回答した会社は357社

(90..4% = 357/395社*100)で，直接費を管理対象
とするのはほぼ当然のこととして受け止められてい

る。

図表4サ 直接費への管理

対象の広がり(問 10)

12 
5 

不
明

無
記
入

回答会社数=383回答総数=383

田
中
わ
な
い

予算管理がその役割の一部として全社の利益管理を目指しているというので
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図表4-4 標準原価計算制度と結合

した予算制度(問 11)

利益管理情報と原価管理情報の関係を巡って

あれば，製造直接費が管理対象に含まれる

691 

のはいうまでもなく当然ともいえるが，特

300 に予算管理が標準原価管理と並行して実施

されている場合には，予算管理において直

接費を管理することの意義はどのように理
ハ
U

ハ
υ

ハU

ハ
U

つ
L

1

よ

会
社
数

解されているのであろうか。

それを推察するために，予算管理が標準

01・ ・山川引 祖 r.;.:'

採計予そ不
用画定の明
し中な他。
てし無
い記
る入

回答会社数=383回答総数=383

原価計算制度と関連して行われているかど

うかをうかがうと，図表4-4のようである。

「予算制度と標準原価計算制度を結合した

を採用しているかノてジェット・システム」

どうかとの問に対し，採用しているとする

会社は147社 (372%=147/395社*100) 

の1/3強であった。

標準原価計算制度との緊密な関連を意識して予算管理が展開されると思われ

るケースはそれほど多くはないようであるが， そのようなケースでは，製造直

接費の管理は，原則として製品ロットの完成のつど日常的に管理することがで

きる標準原価管理に委ねて，予算管理の実質的管理機能は製造間接費の管理に

あると考えているものとすると，製造直接費を予算管理の対象としないケース

がもっと多いはずで、あるが，事実はそのように受け止められていないようであ

る。

予算管理においては，単に経過的または事後統制的な管理機能ばかりでなく，

事前の業務改善策などの立案や次期目標を達成する総合計画の策定などの計画

機能の重要性が意識されているためか，標準原価管理との並行的実施いかんに

よらず，予算管理の管理対象として直接費か間接費かでその軽重に明らかな差

いずれも管理対象であるとがあるとは見ていないようである。予算管理では，

されている。

業績評価の尺度(2) 
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全社業績の尺度

予算管理で全社業績が評価されるという場合，当

初予算との関連で実績の是非が評定されるであろ

1) 

30 

う。図表4-5に見られるように，通常は (934%= 
図表4-5

予算管理の採否(問 12)

400 

ど

のような尺度が用いられるかはともかく，予算編成

方針，予算編成，実績評価の各管理循環で一買して

何らかの尺度が利用されているであろう。

369/395社*100)予算管理が行われているから，

ハH
V
ハ
U
のノ“

会
社
数

導
入
し
て
い
る

ハ

υ

それでは，各社でいかなる尺度が用いられるであ

まず全社業績の尺度について見ると，図表

そのために特定の尺度を定めている

会社は223社 (56.5%= 223/395社*100)あり，過

ろうか。

4-6のように，
導
入
し
て

な

回答会社数=385図書総数=385

不
明
白
無
記
入

半数を占めている。他方では，評価尺度を特定して

いない会社も 42“3%(ニ157/371社*100)あり，全

社業績の場合でさえ評価尺度が必ずしも恒常的に定

まっているというわけではない。

評価尺度が定まっていなくても，業績が評価され
図表4-6
全社業績の評価尺度(問 16)

300 

同
出
内
《

υ一一
軸
叫
訟
叫慾w

岡
山

特
に
定
め
て
い
な
い
鋭
一一
掛川貼
'
+
L
 f
 

A
友
宏珂
岡
山

ないというのではなく，全社業績が総括的なもので

「業績」の評価される側面はおそらくあるだけに，

多様であって，非会計的なものも含めて諸尺度が場

∞
∞
 

2

1

 

会
社
数

面々々の必要に応じて選択的あるいは重点的に使い

分けされているというのではなかろうか。

不
明
"
無
記
入

斗
定
め
て
い
る

。全社業績について安定して用いられる会計的な諸

尺度としては，ほぽ図表4-7のような様子である。

資本全体の投資効率(資本成長率)の指標となる総

資本利益率は80社 (359%ニ80/223社*100)であ

り，尺度を定めている会社の約1/3強で比較的よく

用いられている。
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いっそうよく用いられる

のは，営業活動の投入・産

出効率である売上高利益率

や生産性の指標である。特

に売上高利益率は 182社

(81..6% = 182/223社*

100)であり，かなり一般化

している。生産性の指標は

73社(32.7%= 73/223社*

100)で，総資本利益率と同

じく，むしろ他の指標と併

用的に用いられるようであ

図表4-7 全社業績の評価尺度(問 16)
200 

150 

A 
zミ
社100
数

50 

売生売
上産上
高性高
利 f申
益び
率率

回答会社数=220

原
{面

経
費
水
準
回答.総数=567

無
記
入

る。

売上高確保の相対的動向としては売上高伸び率と市場占有率があるが，これ

も比較的よく用いられている。なかでも売上高伸び率は 95社(426%=95/223

社*100)で，尺度を定めている会社の半数近くまで用いられている。市場占有

率の尺度は，所属する業界のシェアが測定可能であって，しかも主要な地位を

占めているケースに限られるためか， 29社 (130%=29/223社*100)と比較

的少数である。

全社業績として原価・経費水準を勘案するケースも 71社 (32.8%= 71/223社

* 100)で，比較的よく用いられている。
その他によく知られているものとして資本回転率などあるが，ここでは収益

性に係わる指標に限っている。

以上を総じていうと，全社業績の尺度は，戦略的な視点、の変化，全社業績の

多面性と重点の変化などを考慮して必ずしも決まりきったものが利用されると

は限らないようである。それでも，ほぽ定着した会計的指標としては，上述の

ような区分では平均2..6種(=回答総数567/220社)の尺度が用いられている。

多くの会社が売上高利益率を含む 2~3 種の尺度を用いて業績評価しているよ
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うである。

実際には，たとえ売上高利益率といっても多様な指標がありうるから，上記

の印象以上にバラエティがあると思われるが，総じて事業規模の成長率と投

入・産出効率をうかがう尺度が比較的ノてランスよく

併用されているという印象である。

2) 事業部業績の尺度

このような全社業績に対して各事業部レベノレでの

業績尺度はどのようであろうか。事業部業績といえ

ば，当然，事業部制組織が前提となっているから，

職能別組織の会社と区別しておく必要がある。図表

4-8によると，事業部制を施行している会社は 236

社 (59“7%=236/395社*100)で2/3をやや下回っ

ている。

このような会社が，各事業部の業績を評価するた

めに特定の業績尺度を定めているかどうかをうかが

図表 4-9 事業部業績の

評価尺度(問 17)

図表 4-8

事業部制の実施(間 17)

300 

ハ
υ

ハリ

ハH
V

A

H

V

2

1

 

、A4
A
7十

L
h
λ

d
z
+全
米
女

OU i舵羽山l4 
実実不
施施明
しし"
でて無
いい記
るな入
し、

回答会社数=391回答総数=391

300 

図表 4-10 事業部業績の評価尺度(問 17)
200目

1501--ーー一一ー一一一一一一一一一ー一一回目『ー一ー

原
価

経
費
水
準

刷答会社数=185 副答総数=401

L
F
 A

u

n

v

 

初

日会
社
数

ハH
V
ハ川
V

'
E
A
 

会
社
数

50 

。叫@11}1.~}J ~ 
定特不
めに日月
て定
いめ無
るて ~è
い入
な

副審会社数=235図書総数=235

。
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図表4-9のようである。事業部制のケースの8割弱に当たる 186社(78うと，

8%=186/236社)が特定の尺度を定めており，全社業績の場合より評価尺度が

安定的に採用されているようである。

どのような尺度が利用されるのかは，図表4-10のようである。各事業部の投

比較的少数の

ょうである。各事業部には，特に事業規模を左右する権限・責任が十分配分さ

れていないなど，業績尺度としては必ずしも適さないためであろうか，全体管

資効率である総資本利益率は 34社 (183% = 34/186社)であり，

理の場合より利用が少ない。

それぞ

と51 社 (274% =51/186ネ土*100) 

あり比較的よく用いられている。なかでも売上高利益率はほぼ70%で採用され

で

各事業部の投入・産出効率である売上高利益率と生産性については，

れ130社 (699% = l30/186社*100) 

ており，生産性は他の指標との併用が多いようである。

市場の相対的動向である売上高伸び率と市場占有率は，それぞれ74社 (39

8%=74/186社*100)， 17社 (91%=17/186社*100)である。ここでも売上

高伸び率はかなり用いられているが，市場占有率はいっそう特殊なケースに限

図表 4-11 事業部の業績尺度を

収益性とする理由(問 18)

られるようである。

原価の消費効率である原価・経費水準は

41社 (22引0%=41/186社*100)であり，

5 

適
当
な
尺
度
7うず

な
L当

図書会社数=132図書総数=174

200 

150ドーーーーー，一ーーーーーーーー-

A 
広

社100
数

やはり他との併用が多いようである。

総じて，全社業績と事業部業績とでは，

それほど特徴的な違いがうかがえるわけで

はないが，事業部制の場合には，業績測定

の焦点がより安定的に定められているよう
50 

不
明
“
無
記
入

そ
の
他

活
動
の
統
括
指
標

最
大
目
様
で
あ
る

。しかも，適用される尺度は平均で

およそ 2..3種(=回答総数421/185社)で，

各種尺度を 2種前後併用しているケースが

である。

いくらか焦点が絞られるよ

うでもあるが rその{也」が多くなっている

多いと思われ，
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点を勘案すると，総じて各事業部の
図表 4-12 事業部の業績尺度を収益性と

しない理由(問 19)事業分野の特性に応じて多様な尺度

200 
が工夫されているといった面がうか

150~ ー一ーーーーー ーー ーーーーーーーーーー
がえるようである。

この点の事情を図表4-11および

4-12によって補足すると，つぎのよ L
F
 

ハ

υ
ハUl
 

会
社
数

50 f----一ーーーーーーーーーーーーーーーーーー

日0:'.
oWミー1E~出話孟LI:J:]]
で利測な:夫な全そ 耳、
な滋定ぃf本い社の町j
t、責 iーをの f也
f工の IX 合 無
!ji. 11ft央~: ae 
f)i山しが 入

回答会社数=56 回答総数=122

ここでは特に総括的な

収益性尺度としてもっとも代表的と

思われる総資本利益率と売上高利益

率が，事業部業績の評価のために利

うにいえる。

用されたり利用されなかったりする

業部の評価尺度とされるのは r利益

(率)は，種々の経営活動を最終的に反映するJ (841%=111/132社*100) 

と「利益(率)の増大は，企業の最終日標である J (394% = 52/132社*100) 

が主な説明理由となっており，経営諸側面を総括表示する能力と経営が志向す

る方向性の表示能力について期待するところがあってのことのようである。逆

にそれらを利用せず別の尺度を用いるのは，.事業部別利益測定には，技術的な

問題があるJ (33 9% = 19/56社*100) という技術的な難点が問題であるとい

うより，.各事業部が完全な利益責任単位になっていないJ(536%=30/56社*

100)， r利益(率)は，実体的な経営活動の結果を必ずしも反映していないJ(44 

6%=25/56社*100)， r全社的な合意がえられていないJ (21 4% = 12/56社*

100)など必ずしも実体を的確に表示しないという事情が背景になっているよう

Lyth智
1
2
h
k
l
f
t
b
L
B
u
t
t
t
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k
t
t
I
r
r
u
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t
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n
f
s臨
B
f
g
f
-
p
h
e
s
f
a
g
-
-
g
a
f
f
-タ

理由が尋ねられている。それらが事

である。

いずれにしても，各事業部における総資本利益率と売上高利益率の採否は，

まず事業部「業績」の内容との関連でその適否が判断され，その上で実際上の

測定可能性が考慮された結果のようである。事業部業績でこれら収益性尺度の

採用が全社業績より 10数%低いのは，主として各事業部の特殊性を判断したこ
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製造予算での操業度(問 12)

きわめて自然な帰結のように思われる。

達成レベルについて一一一特

に操業レベル

との反映であって，

(3) 

図表 4-13
300 

前節の各種尺度で測定される予算

は，いかなるレぺ/レで達成すること
ドハ
u

n

v

ハH
V

ハH
V

つ

白

首

I

会
社
数

それが期待されているであろうか。

は，前述のように，全社の予算編成

方針で期待される目標レベルと密接

~忌山手五
最原期
大{面待
可最操
能適業
操操度
業業
度度

回答会社数=369

。に関連していると思、われるが，仮に

そうだとすれば，予算の達成レベル

も，過去の実績や現状維持の単純な

繰り返しではなく，何らかの現状変
回答総数=384

更的なレベノレがもとめられることと

なるであろう。

実際にどのレベJレがもとめられているかは，製造予算の操業度レベルのみを

その状況は図表4-13のようである。調査しており，

一般に，製品原価への作用因の中で操業度ほど制御しにくく影響力の大きな

それは，固定費の利用効率に対して決定的ともいえる

一定の固定費に対していかに高い操業を維持できるか，

要因も少ないであろう。

あほどの影響があり，

るいは一定の操業に対していかに低い固定費に抑えられるかが重要な管理視点

となるであろう。製造予算の操業レベルに対する選択肢はつぎのようである。

常操業度:現実的な実現可能な操業度

原価最適操業度:最適操業度(製品 1単位あたり原価が最小になる操

正① 

② 

それを平均

業度)

最大可能操業度:経営能力の理論的な最大利用可能な操業度

期待操業度;最有利操業度(利益額が最大になる操業度)

平均操業度:過去の一定期間の操業度の実績をとり，

したもの
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その他(具体的に"

図表4-13によると，最大可能操業度，原価最適操業度，期待操業度(最有利

操業度)のように，何らかの技術的ないし経済的な最有利を表すと見られる操

業度を目指すことはきわめて少数である。それら最有利な状態の達成あるいは

⑥ 

その測定自体が危慎されているのではなかろうか。通常は，

られ，約3/4に相当する 294社 (744% =294/395社*100)がそれを採用して

いる。正常的であると判断される営業日数，交替制，操業休止などを考慮に入

れた実際的ではあるが好ましい操業条件の達成を当面の目標としているのであ

正常操業度が用い

ろう。

操業レペノレは，

の実績操業の維持と思われる単なる平均操業度 (10引4%=41/395社*100) 

は区別されていることが多いようである。操業向上への努力がソフトな形で追

それでも，過去

と

このようにそれほど高いレベルではないが，

究されているようである。

予算統制と目標管理

予算管理の実効性を高めるために，

目標管理制度との関連を勘案しながら

(4) 

目標管理との

組み合わせ(問 13)

図表 4-14

j怨3-LJb:?
実実今行そ不
施施後わの明
効効行な他刷
果果いい 無
あなた ~C， 
りしい 入

回答会社数=385回答総数=386

300 

ハ川
V

ハ
Hυ

ハ

H

V

ハ

H

V

2

1

 

会
社
数

実施されているかどうかを考察する

その状況は図表4-14のようであ

これにより目標管理制度を行ってい

る会社は全体の582% (= (198+32)/ 

395社*100)に相当する 230社であ

と，

る。

。
目標管理制度そのものはかなり定り，

着しているようである。他方，図表4-5

で見たように，予算管理を実施する会

おそらく予施する会社の大半が予算管理を並行して実施していることとなり，

算管理と目標管理の関連を配慮しながら併用されているものと思われる。

目標管理を実社は9割以上あるから，
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調査結果によると，-予算の統制機能を高めるためには，予算統
制と目標管理

(目標による管理:MBO) とを組み合わせることについて」その効
果をうか

がうと「現在行っており，効果が認められる」とする会担が198社 (86
1%=

198/(198十32)社*100)あり，目標管理を実施する会社の大半がいわば両
者の

相乗効果があることを認めている。

財務デ、」夕を主要な管理手段とする予算管理は，部分管理を全
体の収益性と

の関連を意識しながら財務的，計量的にブレークダウンできると
いうメリット

を発揮するとしても，それのみで管理の実質的な部分が完結する
とは思われな

い。具体的な諸活動の管理と財務的な目標数値とが噛み合って
行われるよう両

者の連携が期待されるであろう。つまり，目標管理制度におい
ては，組織目的

としての到達目標およびそれを達成する諸活動の実施をいっそう
確実なものと

するために，それら組織目的と個人レベルでの達成動機との擦り
合わせが行わ

れて，その工夫しだ、いで，予算管理の要である予算の執行過程
の管理をサポー

トするものとすることができるであろう。

(5) 予算差異分析と業績評価

事後に部門業績を評価するにあたり予算差異情報はどのように
利用されるで

あろうか。これには「予算差異分析の結果と部門(分権単位別)
業績評価との

結びつきについて，今後どのように考えていますか」との質問が
関連している。

事後の業績評価には，通常，実績の良否を評価，判定すること
のみならず，実

績を分析して問題の所在を確認することが含まれているであろ
うが，ここでは

主として前者の方にウェイトをおき，上記の聞に対する選択肢
はつぎのようで

ある。

① 予算と業績評価をより一層結びつけ，さらに業績評価と人事
考課をより

一層結びつけたい。

② 予算と業績評価をより一層結びつけたいが，人事考課には結び
つけない。

③ 予算と業績評価を結びつけたいが，難しいので，当分切り離し
て行う。

④ 予算と業績評価とは切り離すべきものだと思う。

⑤ その他(具体的に:
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これは，予算差異分析を今後どのよ

うに扱うつもりかについて意見を聞き

各社の現状を問うものではないが，予

算差異分析が業績評価でいかに重視さ

れているかの現状について雰囲気を伝

えるであろう。

その集計結果は図表4-15のようで

ある。予算差異分析を，業績評価や人

事考課などに活用して業績主義による

労務管理の強化を図るべきでないとす

る否定的なケースは 16祉(41%=16/

395社*100)で，むしろ例外的で、ある。

一般には，予算差異分析は，労務管

理の手段として活用されるべきとされているが，その活用の仕方には直接的な

700 

図表4-15 予算差異分析と業績評価の

関連(間 14) 
300 

ハH
V

ハH
V

A

U

A

H

v

 

n〆
“

常

P
A

会
社
数

事古考人巣 績イ評業箇 評{分当面
価評

f吏 無
し わ ~C 

手U
利用 な な

入
用 しミ し、

回答会社数=389回答総数=390

ものから当分見合わせるものまでバリエーションがある。予算差異分析は，部

門業績の良否を評定することにはいうまでもなく，昇進・降格，配置転換，昇

給・賞与の査定，賞罰などの人事考課にも活用したいとする積極的な選択肢①

のケースは 120社 (30，4%= 120/395社*100)，業績評定には活用するが具体

的な個人の人格評価を伴う人事考課への適用には鴎践するという選択肢②の

ケースは 140社 (35..4%= 140/395社*100)，将来的には業績評定のために使

いたいが当面はそのような利用を留保したいとする選択肢③のケースは 106社

(268% = 106/395社*100)である。

いずれの対応も会社数としてはかなりまとまっており，予算差異情報は，毎

期の業績の到達点を確認するとともに，そこに潜在している問題の所在や核心

を追究する手掛かりとするなど事実確認には活用されるとしても，業績の査定

ということになると，各社で対応、が分かれるようである。この慎重な構えを，

目標管理との結びつきを比較的前向きに受け止めている前節の状況と合わせて

考えると，部門業績，個人業績，人事考課などの評定は，活動や業績の多面的
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で深い理解を必要とする管理行為であって，単に予算管理制度の充実のみでそ

れが果たせるものでないとされるのであろう。事後の総合的な業績評価におい

利益管理情報と原価管理情報の関係を巡って701 

予算差異情報は具体的な活動面の管理と連係する必要があると受け止め

予算管理の役割と課題

以上のような予算管理の現状にうかがえるところから，予算管理には特にど

られるのであろう。

4-3 

ては，

そのためにどのような点が配慮されるのような役割を果たすことが期待され，

べきであろうか。

期待される役割(1) 

おそこれまでの実態にもうかがえるように，予算管理に期待される機能は，

らく一面的なものではなく複合的と思われるが，予算に対して今後どのような

機能を特に期待しているか，強いて一つだけ」選んでもらうことにすると，図

表4-16のようである。

まず「長期経営計画を具体化すつぎのようである。その概要をうかがうと，

る手段としての機能」がl3..9%
予算管理に期待する機能(問 15)図表 4-16

300 ( =55/395社*100)， '種々の経

営活動またはプロジェクトを予想

200 
A 

'" 社
数100

利益の観点から総合調整する手段

としての機能」が25“8%(=102/ 

395社*100)，'当該期間の目標設

不
明
・
無
記
入

モ実
チ績
'"σコ
7 
シイ

σコ ノぐ

建 J
回答会社数=390 回答総数=393

そ
の
他

当
期
の
総
合
目
標

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
調
整

長
期
計
画
の
具
体
化

。定の手段としての機能」が29ド4%

(= 116/395社*100)であり，年

度当初に事前の合理化がなされる

計画機能が将来も重視されるよう

また，特に執行経過の管である。

理に意味のある「全性各階層のモ

チベーション喚起の手段としての機能」は 11“9%(=47/395柾*100)であり，

来期に対するモチベーション効果，経験の累積や反省の引継ぎとして意味のあ
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る「予算実績差異分析によるフィードパック・コントロール手段としての機能 l

は17..7%(=70/395社*100) である。

これも，直接に現状を尋ねるものではなく，将来への重点的な期待をうかが

うものであるが，将来への期待は現状の裏返しであるともいえる。図表4-16で

期待される機能は，総じて未来志向的な計画機能の整備を重視しているように

思われるが， それは，将来の不確実さへの対応と総体的な見通しをもつことの

必要性と難しさが意識されるからであろう。 また，同時に各機能への期待が比

較的分散していることも見逃せない。つまり，予算管理の機能として継続，発

展する事業を循環的に管理し続けていくことの重要さを意識し，予算管理に複

合化した機能が期待されるのではなかろうか。モティベーションの喚起は予算

執行を重視しているからであり，実績のフィードパックは次期へ執行経験を引

継ぐことを重視するからであろう。計画のみで事態が解消するわけではない。

これらへの期待が， とりもなおさず今日的な課題意識の源になっているとい

えるであろう。

(2) 現状における予算管理の課題

予算管理は， ほぽ中間管理階層における管理体制のーっとして，財務数値の

活用により，経営の構造面や活動面の全体を管理する方式であるといえよう。

そのような管理体制の基本的立場は，現場の作業やそれを直接管理する現場管

理からの詳細な諸要請を掌握し，それらを全体利益管理の立場からの重点的な

諸要請に照らして，管轄下の諸活動にある方向性を与え， それを実現すること

にあるといえるであろう。

そのような立場から，現状の予算管理にとっての主要課題は，次期の諸活動

に方向性と全体性を与えるための「計画性」 と， それを確実に実現し続けるた

めの「循環的管理の継続性」を確保することにあるとされているように思われ

る。

これまでのそれほど明細とはいえない諸項目の調査からは，少なくともつぎ

のような諸点が現状において課題視されているといえるであろう。

① 長・中期計画および短期利益計画との一貫性
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各部門の予算に方向性や統一性を与えるためには，あらかじめ予算

編成と取り組む前にできるだけ根拠の明快な全社方針をもつことが好

ましいと広く理解されているようである。

そのような次期の全社方針をいかに具体化するかについては， '3， 

長・中期経営計画と短期利益計画」の現状で考察したように，各社に

よってかなり多様性がうかがえる。何らかの方針が必要とされるとい

う点では大方の合意が見られても，まさに短期的視点を越えた長期に

おける見通しゃ各部門の視点を越えた全体における見通しの具体化を

めぐって，各社各様のあり方が模索されているのが現状であろう。

② 予算編成方針の正確な理解とその共有

予算編成方針の作成プロセスとも関連している事柄であるが，その

方針が予算管理関係者の間でいかに的確に受け止められ，共通の認識

として定着されるかが現状において課題視されているように思われ

る。

特に上位管理者と中位管理者との聞で，管理上の立場の違いを理解

しながらいかにしてバランスの取れた均衡点を見つけ出していくか

が，両者の立場から模索されているようである。全体性そのものの模

索とは違った次元で，現実の人的な協力関係，力関係の配分が苦慮さ

れているように思われる。

③ 現状改変を目指す方針と措置の具体化

予算管理では，執行前に各部門の行動をできるだけ具体的に計画し，

執行過程においてその執行経過を監視，調整し，執行後に総括的な評

価がなされるから，執行前に各部門や全体の立場を勘案して方針や内

容を具体化しておく必要がある。その具体化こそが予算の内容である

といえよう。

次期の行動の中身は，現状肯定的なものではなく，現状を改変して

現実的にそれを打破することにあるという点ではほぼ完全な了解がえ

られている。しかも，それは直接費，間接費を含めた全般的な改変と
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して成し遂げられるべきものとされている。

しかし，業績向上のために特に重視すべき業績尺度や目指すべき到

達レベルとなると，必ずしも統一的に理解されているわけではない。

経営全体が年度々々で当面する諸課題，各事業部・部門が当面する諸

課題などに応じて事態が流動的となるのであろう。

④ 業績査定の的確性

予算管理では，上記のような計画性のみならず，管理の循環性，継

続性が配慮されるが，その一環として執行後の業績査定は微妙で慎重

さを要する課題を含んでいるように思われる。

事業経営は組織と分業を介して行われており，組織目標の達成と各

組織単位や各成員が有する知識，価値観，動機などグループや個人の

資質をいかに吸引し融和させることができるかが常に問われている。

予算管理における執行後の業績評価は，予算差異情報の活用によって

行われることとなるが，特にそれによる業績査定のあり方は対応が分

かれている。査定のあり方にはいろいろなレベルがあり，部門業績の

評価，個人業績の評価，個人の人事考課などについて組織成員の公平

で幅のある査定の模索が繰り返されているようである。

5.. 原価構造と原価管理

この節では，製造原価などの原価情報の時系列的な変化と，原価情報の原価

管理への有用性を中心に，わが国製造企業の原価管理の諸問題をも合わせて考

察してみたい。

5-1 生産方式の変化

生産方式を，工業の技術的特性に応じて分類すると，一般機械，電気機械，

輸送用機械及び精密機械に多くみられるアセンブノレ中心の組立生産，鉄鋼業，

金属製品などを中心にした機械的進行生産，及び化学工業や石油精製などを中

心にした化学的進行生産に分類される。

製造企業における組立生産企業の構成比は，図表5-1にあるとおり， 1986年
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と1992年は共にほぼ44%程度であり，その構成比にほとんど変化がなく，組立

生産型の企業もほぼ成熟状態に達しているようである。最近6年間の変化とし

ては，機械的進行生産は若干減少気味であり，逆に化学的進行生産型の企業は

幾分増加傾向にあるといえる。しかし概略的にみれば，日本の製造企業の産業

構造には，この 6年間ほとんど変化がみられないといえる。

図表5-1 生産方式一一・工業の技術的特性による分類

生産方式 1981 1986 1992 

組立生産 248 (41 8%) 226(44 0%) 160(43 6%) 

機械的進行生産 109(18 4 ) 136 (26 5 ) 92 (25 1 ) 

化学的進行生産 161 (27 1 ) 105(20 5 ) 80 (21 8 ) 

そ の 他 75(126 ) 46( 9 0 ) 35( 9.5 ) 

*) n=593 (1981)， n=513 (1986)， n=367 (1992)。なお， 1981年， 1986年の数値は，三

浦和夫・田中嘉穂・井上信一「生産方式と原価管理の最近の動向一一一昭和61年の調査の概

要一一」『研究年報1 (香川大学経済学部)第27号， 1988年による。以下同様である。

次に，製品市場の特性をもとに生産方式を分類すると，顧客からの注文に基

づいて製品を製造する注文生産と，市場での販売予定量を製造企業の責任にお

いて前もって予測し(生産計画を立て)，それにもとづいて生産を行う市場見込

生産に分けられる。

全体的な傾向としては，図表 5-2にあるとおり， 1986年の調査までは，受注

(注文)生産が増加の傾向にあり，逆に市場(見込)生産の割合は減少傾向に

あった。しかし， 1992年の調査では，少なくとも受注生産が増加する傾向は終

わったように思われる。

これまでは，わが国企業は出来るだけ自社のオリジナリティを出すために，

標準品(あるいは標準部品)よりはむしろ注文品(各社独自の製品，あるいは

純正部品)を生産するという考え方で個性化を競う生産を行ってきたが，バブ

ル経済の崩壊を契機にして，商品の独自性，個性化の行きすぎを反省し，製品

開で部品など共通化できるものは出来るだけ共通部品あるいは標準部品を使用

することにより互換性を高め，製品のコスト低減を計るという方向に向かう兆
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図表5-2 生産方式一一製品市場の特性による分類

生産方式 1981 1986 1990 1992 

1) 市場(見込)生産 (52 2%) (50 9%) 139 (33 3%) 131 (35 7%) 

2) 受注(注文)生産 (42 9 ) (46 8 ) 112 (26 9 ) 109 (29 7 ) 

3) 1)十2)の組合せ ( 2 4 ) ( 5 0 ) 167 (40 0 ) 128 (34 9 ) (5) 

4) その他 2 ( 0 5 ) o ( o ) 

*) nニ 602(1981)， n=513 (1986)， n=417 (1990)， n=367 (1992)。

なお， 1990年の数字は，田中嘉穂「わが国の生産活動と原価管理の課題一一一1990年の現

1犬一一J I研究年報1 (香JI!大学経済学部)第31巻， 1991年による。

しがみられるようである。

業種別に具体的な数字を見てみると，注文生産の比率は，輸送用機械(61%)， 

一般機械 (42%)，電気機械 (41%)，及び鉄鋼業 (46%) に注文生産の割合が

高く，逆に化学工業 (783%)，食料品 (690%)などの産業に市場見込生産が

多くみられ，両者の併用は鉄鋼業，精密機械(いずれも 500%)，繊維・衣服(42

9%)や電気機械 (409%) などに多くなっている。

また規模別には，市場見込生産は，規模3 (資本金:50億円以上 100億円

(5 ) なお， 3)1) +2)の併用が， 1990年と 1992年の調査で多くなっているのは，このこつの

調査では f3)両者(1)と 2))を併用しているJを独立した項目として作ったことが大きく影

響しているためと思われる。なお，それまでの 2度 (1981年と 1986年)の調査では，企

業は代表的なケース(設問では「主要工場の主要製品についてJO印をするように依頼し
ていたので)について，できるだ、け何れかに近いものに敢えて分類している場合が多かっ

たと恩われる。しかし今回は「併用の場合」という独立した項目を作ったため(勿論今聞

もこれまでと同様に主要工場の主要製品についてJ 0印を付すよう依頼はしていた
が)，大企業のように製品により同じ工場でも製品が多様な場合には， 3)になる場合が多

かったと思われる。そのことは，規模別の分析によると，規模4では，市場見込生産が42

9%，受注生産が 18..7%そして両者の併用は 390%と，規模4では市場見込生産ーだけか，

あるいは市場見込生産と受注生産の併用という生産形態が主流であることからも理解で

きる。また田中(1990)の結果をも合わせて考えると，製品市場へ対応する生産方式にも，

バブルを墳にして変化が起こってきているように思われる。例えば電子部品メーカーな

どは，顧客である組立メーカーに対して，これ以上の多品種少量生産化は出来ないことを

言及していたことを考慮すると，受注生産の増加にも影響が出てきているようである。し

かし，このことについては，今後の面接調査などによるフォローアップ調査をも加えて，

より詳細な検討によりその正確な傾向を摘みたい。
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未満，以下規模3と略称する。以下同様)以上で多く，特に規模4 (資本金;

100億円以上)では 42.9%と，規模の大きいところで多くを占めている。逆に

受注生産は，規模 1(資本金::10億円未満)で36..8%，規模2(資本金::10億

円以上-50億円未満)で441%と，規模の小さいところで多くなっている。両

者を併用している企業は，市場見込生産と同様の傾向にあり，とりわけ規模 4

で39.0%と多くなっているのが特徴である。

5-2 原価構造の変化

ここでは，製造原価の現状，将来の動向，棚卸資産や研究開発費の変化など

につき，時系列的にその変化を把握してみたい。

(1) 製造原価の構成(現在)

ここでは，製造原価の構成比を，時系列的な変化をも念頭におきながら，直

接材料費，直接労務費，外注加工費，減価償却費及び製造間接費などの原価費

目の構成が製造原価全体のなかでどのように変化してきているか，その特徴を

図表5-3により検討する。

まず直接材料費は，何れの時点でも製造原価全体の 50%を越える数字を占め

ているため，企業にとってのウエイトは，いずれの時点でも最も重要な原価費

目(第 1位)であることは一貫している。しかしその数字は， 1981年の印刷3%

から 1992年の 54..5%へと， 10年以上の期間にわたって着実に減少傾向にある

点は注目に値する。

直接労務費の場合は，図表からもわかるように 13%前後の数字で，一進一退

を続けており，必ずしも減少傾向にあるわけではない。

外注加工費は，日本企業の「系列」システムの特徴をよく示している費目で

あるが， 1981年の8“3%から 1992年の 10リ5%へと着実に増加傾向にあり，とり

わけ組立生産でのその数字の高さ (1992年で 14.4%) は際立っている。

個々の製造企業の設備投資の結果を会計情報的に示す減価償却費の比率は，

1981年の 3.47%以来一貫して増加傾向にあり， 1992年には 5.56%まで増加し

ている。この期間に，それだけ FMS，MCマシン， CADjCAM，ロボットの導

入などハイテク化が積極的に推進されてきた結果である。
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図表5-3 製造原価の構成(現在)

製造原価の構成 1981 1986 1992 

直接材料費 59 34% 57 19% 54 52% 

直接労務費 13 30 12 28 14 09 

外注加工授 8.30 8 48 10 53 

減価償却費 3 47 4 11 5 56 

そ 江) {i1!， 15 59 17 94 15 30 

製造間接費 27 36 30 53 31 39 

*) n=610 (1981)， nニ 491(1986)， nニ 350(1992)。

なお，ここで製造間接費二製造原価一(直接材料費十直接労務質)

として言十算した。

現在の製造環境では， FA化による製造間接費の増加がよく指摘されている

が，日本企業の実際はどうであろうか，製造間接費の割合の変化を検討する。

なおここで，製造間接費=製造原価一(直接材料費+直接労務費)として計算し

た。それによると，製造間接費は， 1981年に 27..36%，1986年に 30..53%そし

て1992年には 31引39%と，この 10余年の聞に 4%以上増加しており，製造間接

費が着実に増加傾向にあることは疑い得ない事実である。そしてその内訳を詳

細に検討してみると，増加の大部分は，減価償却費と外注加工費が占めている。

これは諸外国，特に欧米では，製造間接費の増加が機械，ロボット(情報技術

を含めて)など FA化のための生産技術の高度化による減価値'却費の増加のみ

から説明される傾向にある。しかし，少なくとも日本企業の場合には，そのよ

うな指摘だけでは不十分であり，日本企業の場合には，ハイテク化と共に日本

的な企業間システムといわれる「系列」システム，そしてその結果としての外

注加工費の増加という側面がみられることも見落としてはならないであろう。

(2) 製造原価の構成(将来)

ここでは，製造原価の費目別の構成要素がそれぞれ，今後どのように変化し

て行くとわが国製造企業の経営者は考えているかを質問し，それを要素別増減

率という形でその動向を検討している。なお，ここで今後(5年先)の製造原

価の増減を説明する「製造原価要素の増減率(以下単に増減率という。)Jとは，
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，(それぞれの費目の構成が増加すると回答した企業数)/(それぞれの費目の

構成が減少すると回答した企業数)Jで割ったものである。(なお「変化なし」

と回答した企業は除外した)。従って，数字が1より大きければ大きいほど増加

すると考えている企業の比率が高く，逆に 1より小さければ小さいほど(0に

近いほど)減少すると予測(理解)している企業が多いことを示している。そ

の結果は，図表5-4に示したとおりである。

それにより特徴を考察すると，まず直接材料費は， 1981年， 1986年及び 1992

年のいずれの時点でも増減率はo6からo8の間にあり，一貫して減少すると
予測している企業が相対的に多く，事実前述のように直接材料費の構成比はこ

れまでは一貫して減少してきている。

次に，直接労務費については， 1980年代後半は， FMS化，CADjCAM化，

ロボット化などにより工場の自動化が急速に進展し，直接作業者への賃金の支

払すなわち直接労務費の割合は，減少傾向にあると経営者たちは見ていたよう

である(増減率は 065)が， 1992年には「将来減少するであろう」という数字

(0 89) も若干増えており，直接労務費の減少傾向は一段落したという見方も

多くなってきている。

外注加工費の増減率は， 1981年に 2ド01，1986年は 1..20そして 1992年は l

36と，いずれの時点でも増加すると予想している企業の割合が若干多く，実際

にもこれまでその比率は増加してきている。

図表5-4 製造原価の要素別増減率(将来)

製造原価の増減

直接材料費

直接労務質

外注加工費

減価償却費

その{也

1981 

o 69 
109 

2 01 

3..26 

1 76 

1986 

o 62 
o 65 
1 20 

2.54 

1. 21 

1992 

0.79 

0.89 

1. 36 

6.75 

1..69 

本)製造原価要素の増減率=増加企業数/減少企業数。(変化なしの企

業は除外した。)なお， 1981年の数字は， 1986年に調査した過去5年

以内の結果を， 1981年の数字とした。
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減価t貰却費については，その増減率は 1981年には3.26，1986年には2..54そ

して 1992年には675と一貫して着実に増加傾向にあると大部分の企業は予測

してきており，とりわけ 1992年の調査では，増加すると予測している企業が圧

倒的に多く，実際にも着実に増加してきている。 1980年代に労働力不足やそれ

ロボットなど工場の自動化のためによる人件費の高騰を乗り切るため FMS，

そのつけが減価償却費という形で現在その設備投資が集中的に行われた結果，

して今後にも現れてくることをこの数字は示している。

棚卸資産と研究開発費の構成

この項では，棚卸資産(原材料在庫，仕掛品在庫，製品在庫及びその合計と

しての棚卸資産)の売上高に

対する在高の比率の推移，及
棚卸資産在高と研究開発費図表5-5

1992 

3 10% 

7 56 
7 20 

17 86 

2 71% 

5..67 

7.23 

15 61 

原材料在庫

仕掛品在庫

製品在庫

棚卸資産合計

る比率の変化を図表5-5によ

り検討する。

まず原材料在庫，仕掛品在

庫，製品在庫を合わせた棚卸

資産全体としての在高(在庫)
*) n=465(l986)， nニ345(1992)01986年， 1992 
年の何れの項目も，年間売上高に対する構成比

を示している。は， 1986年の 15..61%から

それが1.89%を占めており，原材料在庫が

1992年の 17.86%へと，売上

高に対する棚卸資産の在高の比率が2..25%増加している。その増加の内訳は，

大部分が仕掛品在庫の増加であり，

0..39%を占め，逆に製品在庫は003%減とほとんど変化がみられない。このこ

日本企業内部での在庫削減努力はほぼ限界にまできており，逆に寧ろマとは，

クロの経済動向など企業を取り巻く外部要因により企業は仕掛在庫の増加を余

儀なくされているのが今日の実態のようである。

(3) 

1986 産資飼日欄

3 56% 2 81% 研究開発費

び研究開発費の売上高に対す

次に，研究開発費の売上高に対する比率は，1986年には2.81%であったのが，

なお参考までに，生産方式別の棚卸資産の推移を示すと，次のとおりである。(6 ) 
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1992年には 356%へと，研究開発費は着実に増加傾向にある。 1992年の内訳を

詳細にみると，化学的進行生産での比率が最も高く 5“35%，組立生産では 3

66%そして機械的進行生産では 186%に過ぎない。

5-3 製造原価の管理可能性

製造原価が決定(企画)される段階を表すコスト決定曲線と製造原価が実際

に発生する段階を示すコスト発生曲線は必ずしも一致しない。また両者は大量

生産・大量販売の時代と多品種少量生産・販売の時代では異なっている。大量

生産・大量販売の時代には，コスト決定曲線とコスト発生曲線は比較的オーバー

ラップしている割合が高かったが，現在のように多品種少中量生産の状況下で

は，源流段階での原価の作り込みがとりわけ重要になり，コスト決定曲線は計

画段階で大部分が決定され，その後統制段階(川下)すなわち製造段階での製

造原価の管理可能性の余地は益々小さくなっている。

製造原価(コスト)の管理可能性という観点からは，コストがどこで決まる

か，あるいはコストをどの段階で作り込むことが可能か(すなわち原価の管理

棚卸資産

原材料在庫

仕掛品在庫

製品在庫

棚卸資産有高の推移(生産方式別)

組 立 機械的 化学的 製造業

1986 1992 1986 1992 1986 1992 1986 1992 

2 25% 3 21% 3 33% 2 66% 3 33% 384% 2 71% 310% 

7 91 10 04 5 08 6 27 3 00 3.81 5 67 7.56 

575 847 1100 5.70 642 7.26 7..23 7..20 

棚卸資産合計 15 92 21 n 19 41 14 63 12 75 14 91 15 83 17 86 
*)表中の「組立」は組立生産，機械的は機械的進行生産，化学的は化学的進行生産，そして

製造業は製造業全体のことである。組合生産 (n=306 (1986)， n =152 (1992))，機械

的進行生産 (n= 173 (1986)，口=88 (1992))，及び化学的進行生産(n = 173 (1986)， 

n =79 (1992))であり，製造業全体は(n = 513 (1986)， n = 334 (1992))である。

なお生産方式別の分類には，上記の他に「その他」があるため，各方式別の在庫を全部

加えても「合計」とは必ずしも一致していない。

(7) 参考までに 1981年の研究開発授の売上高に対する割合を示すと，製造業全体での平均

備は2.16%であった。

(8 ) 例えば，加登笠『原価企画一戦略的コストマネジメント』日本経済新聞社， 1993年，の

24ページの図 1-1を参照のこと。
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可能性)という観点からは，コスト決定曲線が非常に重要になってきている。

そこでまず，新製品開発の場合のコストの管理可能性を現状と今後の展望につ

いて検討する。ついで，既存製品のマイナーチェンジの場合についても同様に

検討する。

(1)新製品開発の場合(現在)

企業における製品製造のプロセスは市場における消費者ニーズを基に，-使用

者の要求事項の把握から製品企画書を作成するまでの段階J (製品企画の段階)

に始まり，-製品企画書にもとづいて達成すべき機能，日程，原価の条件下で具

体的な製品基本設計図を作成するまでトの段階J (基本設計の段階)，そレて「基

本設計図に基づいて具体的な達成すべき機能，日程，原価の条件下で製作図な

ど製造の仕様書を作成するまでの段階J(詳細設計の段階)， ，-製造仕様書にもと

づいて製造準備(工程設計，内外作決定，型治工具製作，資材調達等)が完了

するまでの段階J (製造準備の段階)，そして「実際に製造を開始してから製品

が完成するまでの段階J (製造段階)の5段階に区分される。

そのうち，製品企画段階から製造準備の段階までは製品計画(会計的には原

価計画)の段階であり，製造段階は生産統制(会計的には原価統制)の段階と

いえる。

そして，大量生産・大量販売が中心であった時代には，統制すなわちコント

ロールの段階(会計的にはコスト・コントローノレ)が，原価管理のメインフェ

イズであり，標準原価計算によるコスト・コントロールがその主要な役割を果

J たしていたことは周知の事実である。しかし，これまでにもすでに少し触れた

ように，多様な消費者ニーズを反映した多品種少中量生産・販売が進展するに

つれて，製品ライフサイクノレは短縮化の傾向にある。そのためコスト決定が製

品計画のより早い段階で決定されるようになり，徐々に製品企画，設計という

計画段階にコストの決定が移行するにつれて，原価管理の方法も計画段階をよ

り重視する方向にシフトしてきているのが最近の傾向である。

このように製造環境及び原価管理を取り巻く経営環境の変化を意識して，新

製品開発における原価の管理可能性を，図表5-6をもとに具体的に確かめてみ
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ることが本項の課題である。

図表5-6 製造原価の管理可能性(新製品開発の場合一現在)

段階 製品企画 基本設計 詳細設計 製造準備 製造段階

1986年 2422% 21 23% 17.70% 15 71% 21 11% 

1992年 26.78 2037 1917 1370 1974 

*) 11=465 (1986)， 11=279 (1992)。尚表中の構成比は，製造原価全体を100%として各段

階ごとの構成比(%)を記入してもらい，合計を回答企業数ョで割って平均値をだした。

図表からもわかるように， 1986年及び 1992年の両時点とも，全般的には製造

原価の約 8割が製品の計画段階で決定されていると企業の経営者は考えてい

る。しかも製品企画，詳細設計という原価計画のうちでもより源流段階(}l1上)

での原価の作り込みが，この 6年間に益々重要な課題になってきているようで

ある。

次により詳細に業種別にこの事実を検討してみると，製品企画の段階が原価

の作り込みの上でより重要な業種は，輸送用機械，電気機械など組立生産型の

企業が中心になっている(なお，そのほかには，食料品では製品企画段階を重

視している)。また同時に規模別にもその特徴を検討してみたが，特に目立った

相違はみられなかった。

(2) 新製品開発の場合(将来)

それでは製造原価の作り込みにおいて，将来(5年位先)には，原価計画と

原価統制のどの段階が原価の管理においてますます重要になってくるのであろ

うか。図表5-7によると，製品計画/原価計画という川上でのコストの作り込

み段階，とりわけ製品企画，基本設計，詳細設計という計画段階がより重要視

されており，どのような製品を企画し rどのようにその原価を作り込むか」が，

原価管理の中心課題になりつつあることが知実に示されている。すなわち，新

製品の開発におけるコストの作り込みにおいて，将来製品原価の管理可能性は，

ますます源流(J[1上)を志向する傾向にあることを， 1992年と 1997年の二つの

時点での原価管理の可能性についての図表の数字の変化は示している。とりわ

け製品企画，基本設計という段階で製品原価の作り込みをすることが，如何に
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重要になってきているかということを，調査結果は如実に物語っている。

図表5-7 製品原価の管理可能性(新製品開発の場合一将来)

段階

1992年

1997年

詳細設計

2 94 

3 08 

階
一

8

6

段一

9

7

造
一

1

1

製
一

製品企画 基本設計

3 67 

3 84 

製造準備

2 40 

2 20 

3 73 

3 92 

*) n = 513 (1992)， n = 281 (1997)。尚表中の数字は，各段階の重要なものから順に順位を
付けてもらい位→5点 2位→4点 5位→ 1点とし，回答企業の合計点を出

し，回答企業数で割って平均点をだした。なお， 1992年の数字は，三浦・田中・井上，前

掲稿の数字である。

次にこのような全体的な傾向を，より詳細に生産方式別にみてみると，今後

の変化は組立生産において特徴的に表れている。例えば組立生産では，製品企

画の重要性が4..26であるのに対して，機械的進行生産や化学的進行生産では

3..54点位と際だつた差異がみられる。また同様に基本設計のスコアは，組立生

産では 4..01であるのに対して，機械的進行生産や化学的進行生産では 3..63点

位とスコアに聞きがみられる。このことは生産方式の相違により原価管理の方

式がかなり異なるためであり，原価管理の方法にもその特徴が影響を与えてい

ることを示している。

(3) 既存製品のマイナー・チェンジの場合(現在)

既存製品のモデル・チェンジをする場合，どのような段階で原価が作り込ま

れるのか。われわれは，既存製品のモデル・チェンジであるから，使用者ニー

ズのバラエティに応じて，製品の部分的な手直し(詳細設計)や使用している

部品の変更などが製造準備段階で行われるであろうから，コストの決定もその

段階できまる場合が多いであろうことを予測していた。しかし結果は，図表5-8

にあるように，寧ろそれよりも上流である製品企画の段階が極めて重要である

という調査結果であった。これは，われわれの予想とは逆に，これまでの消費

者のニーズのうち，未開拓な市場にターゲットを絞った製品を企画し，未開拓

な市場に旨く対応したバラエティに富んだ製品を企画するかなどという面で，

製品企画が優れて重要なのであろうと解釈している。しかし，現時点ではこれ
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製品原価の管理可能性(既存製品のモデル・チェンジの場合一現在)図表5-8

製造段階製造準備詳細設計基本設計製品企画階段

1552% 

19.74 

12 51% 

13 70 

18.77% 

19 17 

19 83% 

20 37 

33 01% 

26 78 

既存製品(1992年)

新製品 (1992年)

*)n=104(既存製品)， n=279 (新製品)。なお表中の構成比は，製品原価全体を100%と

して各段階ごとの構成比(%)を記入してもらい，合計を回答企業数で普]って平均をだ

した。なお，新製品の場合との対比のため，図表5-6の新製品の数字を合わせて掲載した。

今後面接調査などによ以上詳細な説明をする資料を持ち合わせていないので，

り具体的なフォローアップ調査を待ちたい。

この節では，現在の日本企業においてコストマネジメントの問題として，

のような事項が原価管理の課題になっているか，及びその原価管理の課題を解

ど

原価管理5-4 

どのような原価管理の方法が現在の日本企業で重要になってき決するために，

ているかを検討する。

原価管理の課題(1) 

原価管理の課題については，図表5-9のような調査結果が得られた。全体的

な傾向としては，原材料の購買管理が何れの時点でも第 1位を占めており，組

立生産や食料品を中心に原価管理の課題として最も重要で、ある。

その理由は，原材料の購買管理は，いずれの時点でもほぽ2点台を確保して

おり，原価管理の課題として常に最も重要な課題(第 1位)である。

わが国製造企業では，製造原価の構成する直接材料費は外注加工費と合わせる

と，いずれの時期にも製造原価の 65%以上を占めていることから，材料，部品

のコストをどのように管理するかということが企業にとって最も重要な課題で

それは，

l
r
t
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P
S
A
r
i
;
s
i引
t
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E
B
E
E
;
h
S
3
t

あることに余り変化はみられない。

第2位の課題としては，歩留りの向上が上げられており，鉄鋼業，化学や繊

維・衣服などの産業を中心に，原材料などの効率的な利用に関係した課題であ

り，この 10年以上の期間にわたってコンスタントに重要であることに変わりが

ない。
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図表5-9 原価管理の課題(現状)

1981年 1986年 1992年

L96 ( 1) 2 28 ( 1) 2..05 ( 1) 

1 81 ( 2) 1 48 ( 3) 1“64 ( 2) 

1 11 ( 7) 1 08 ( 6) 1 42 ( 3) 

1 43 ( 3) 1 14 ( 5) 1 25 ( 4) 

1 39 ( 5) 1 00 ( 8) 1 17 ( 5) 

1 27 ( 6) 1 31 ( 4) 1 09 ( 6) 

1 42 ( 4) 1 72 ( 2) 1 08 ( 7) 

1 11 ( 7) 1 02 ( 7) .95 ( 8) 

39 (13) 37 (14) 94 ( 9) 

78 ( 9) 66 (12) 83 (10) 

55 (12) 44 (13) 79 (11) 

74 (11) 68 (10) 80 (12) 

77 (10) 71 ( 9) 54 (13) 

67 (11) 
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また設計の合理化は，川上段階での原価の作り込みの中心課題として，電気

機械，輸送用機械など組立生産型企業を中心にますますその重要性を増してお

り， 1992年には全体で第3位と，計画段階での原価を管理すること，すなわち

源流での原価管理の中心的な課題として，とりわけ重要で、あることを如実に物

語っている。

適切な操業度の維持(第4位)や作業時間の短縮(5位)も常に 1点台を確

保しており，上記3つに続く重要な課題である。

機械設備の更新(6位)や品質管理(7位)は，前回の調査に比べると，そ

の重要性のスコアは低下しているが 1点台を確保しており，重要性が高いこ
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とが理解出来る。

なお製品品種の合理化は，得点そのものはそれほど高くないが， 1982年には

O“39 (13位)， 1986年は 0..37(14位)であったのが，バブルが弾けて後の 1992

年には 0..94(9位)と，かなりの企業がこれまで多品種小ロット生産を目指し

ていたのを，ある程度製品の標準化或いは部品の互換性を考えて生産を行うこ

とにより原価低減を図って行こうという傾向がみられる。

(2) 原価管理の方法

それでは上記の原価管理の課題についての調査結果を踏まえて，それらの課

題を解決するために，わが国製造企業ではどのような原価管理の方法が重要視

されているのか，図表5-10により検討してみたい。

わが国製造企業の原価管理の方法については，その特徴を次の 4点に纏めら

れる。

1) 予算編成・統制をつうじての原価の管理は，何れの場合も抜きん出て 1位

を占め， 1980年代から 1990年代にかけて，原価管理の方法としても，最も重

要な方法であることに変わりない。このことはこれまでにも既に指摘したこ

とではあるが，予算管理が企業全体の経営業績を計画しまた統制することの

できる方法として，大変優れた経営管理システムであり，原価のマネジメン

トも利益のマネジメントの一環として，予算編成・統制システムにより，総

合的・一元的に管理可能なためである。そのため，何れの企業(産業)にお

いても重視されており，産業による相違はみられない。

2) 次に 1986年の調査とは，原価管理の方法としての重要性の順位が2位と 3

位で入れ替わっており，今回は全社的品質管理 (TQC)が2位に，そして原価

企画・原価見積が3位になっており，またスコアもほぽ逆になっていること

である。両者とも，何れの方法も 4点台であり，原価の作り込みのためには

製品の作り込みのために全社的品質管理や源流での原価企画・原価見積によ

る製品原価の作り込みが重要であるためである。

産業別には， TQCは繊維・衣服工業で8..27点，精密機械で5..87点と，そ

の得点の高さが目立つている。原価企画・原価見積は，輸送用機械で7..11点，
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図表5-10

原価管理の方法

1)予算編成・統制

2)全社的品質管理 (TQC)

3)原価企画・原価見積

4) 目標管理 (MBO)

5)実際原価計算

6) 標準原価計~l.

7J生産管理的な物量標準

8)価値工学・価値分析

9) IE 

10) シュミレーション・モデル

11)回帰分析

12) PERT・乙PM

13)数理計画法

14)その他

原価管理の方法

1986年

7 33 ( 1) 

4 59 ( 3) 

4 82 ( 2) 

3 19 ( 8) 

3 92 ( 4) 

3 61 ( 6) 

3 74 ( 5) 

3 35 ( 7) 

2 01 ( 9) 

37 (10) 

13 (12) 

.14 (11) 

11 (13) 

09 (14) 

1992年

7 40 ( 1) 

4..82 ( 2) 

4 32 ( 3) 

4 12 ( 4) 

4 02 ( 5) 

3 99 ( 6) 

2 80 ( 7) 

2 77 ( 8) 

1.81 ( 9) 

30 (10) 

21 (11) 

11 (12) 

09 (13) 

24 (14) 

*) nニ 465(1986)， nニ 369(1992)。表中の数字は，重要性のポイントを示し，

また括弧の中の数字は重要性の順位を示している。なおポイントの計算は，

各企業で採用しているすべての方法に順位をつけてもらい位→14点 2

位→13点， 14位→ l点、に換算し，各項目毎に得点を合計し，回答企業

数で割り， 10/14倍にして社あたりの平均点をだした。

718 

電気機械で5.80点と，組立生産を中心に重要な原価管理手法であることは，

これまでにも繰り返し指摘されていることであるが， 今回も同様の結果が得

られている。

前回の調査と比べて著しくスコアが伸びているのは， 目標管理(manage-

ment by objectives: MBO)であり， 1点近くスコアが高くなっている。
、，
」ー

れは企業全体が，予算管理やTQCと共に，企業のトップから現場の従業員ま

でに目標を与え，全社的に積極的に取り組んでいるようである。MBOを導入

している割合の高い業種は，鉄鋼業 (5..55)，精密機械 (5..46)や食料品 (5

38) などであり， それらの企業ではMBOを積極的に導入してきているよう

である。

4)伝統的な会計情報による原価管理は，実際原価計算と標準原価計算の何れも
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が今回は 4点前後になっており，前回に比べて若干そのスコアが高くなっ

ており，その固有の意義があることをよく示している。実際原価計算は，一

般機械や食料品で5点台になっており，また標準原価計算は精密機械と食料

品で5点台(なお化学工業では4引58点)となっている。以上が現在のわが国

製造企業における原価管理の主要な方法である。

それ以外には次のような特徴がみられる。生産管理的な物量標準， YE.YA 

やIEなどの伝統的な生産現場で用いられていた方法も，一部原価企画や

TQCなどに取り込まれ，また生産現場での原価管理の可能性が低下すること

により，そのスコアは減少傾向にはあるが，生産管理的な物量標準は鉄鋼業

で5..16点， YE.YAは電気機械で4..60点そして IEは輸送用機械で2..87点

と，なお基礎的かつ重要な方法であることに変わりないことをあげることが

出来る。

6.. おわりに

当初の問題提起のように，経営内外のさまざまな製造環境の変化が指摘され，

なお変化し続けていると思われる今日，コストの管理はいかなる視野の下に行

われているといえるであろうか。

管理方式のいかんによらず，管理の対象は究極には作業そのものであるとい

え，各社における作業の多様性はいうまでもない。すでに概観したように，物

的な生産方式の違い，顧客ニーズの受容度の違い，生産体質を反映する原価構

成の違い，棚卸資産など保有資源の違いなどにおいて，作業の多様性やその刻々

の変容がうかがわれた。FA化や自動生産化の進行はなお続くようであるし，企

業間の共存関係は深まっていくようであり，部品の共通化などを介して品種構

成の微妙な調整が検討されているようである。

このような傾向とともに管理払製造間接費の管理や製造原価の源流での管

理が重視される傾向のようである。このような状況下で，長・中期経営計画，

短期利益計画，予算管理は互いに有機的な連係を保ちながら，いかに固有の行

動を提起し実行していくのであろうか。各社ごとに固有性と統一性のある自己
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変革をもとめて， なお模索が続けられているというのが現状であるように思わ

れる。

コストの管理といっても，包絡的に，現場の直接的な作業管理によって十分

果たされるとする論者は今日ほとんどいないて、あろう。生産管理や原価管理は

いうまでもなく，予算管理，短期利益計画，長・中期経営計画などと， コスト

面の管理は管理職能のほとんどいかなる場面でも考慮されているであろうし，

しかも， それぞれ管理の場面は異なっても， 当該コストの発生について一貫し

た管理の継続が要請され，諸管理職能は相互に有機的な連係を保って展開され

ることが必要となるであろう。
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付録一一利益管理情報と原価管理情報に関する調査票

qi)本絹査は統計的な集計以外 t;JJ公表し
ませλので、具体的にど回答ください

利益管理情報と原価管理情報に関する調査票

名

【調査票記入上のお願い]

Hl:臓

電話番号

柴樋番号

香川大学経済学部

l 調査票にど回答いただいた内容については、統計的な集計以外には一切公表しませんので具体的にご記入ください.

2 本調査は、東証上場全製造企業9901.土を対象にしております。

3 本調査の目的l主、わが国製造企業における「利益管理里情報と原価管理情報の関迷」を実証的に明らかにすることにありま
す。そのための調査項目は、一般的概要、中長期経営計画、予算管理、業績評価、原価計算 原価管理!および原価企画

よりなっております.

4 事業部(工燭〕、観品種頼などで事情が奥なる場合には、貴社において最も代表的と思われるケースについてご回答下さ
も、。

5 ど回答は、平成4年現在の最新の数値(資本金、売上高など〉と実態をご記入下古い.

6 上記の柴極分類欄には、下記の中から骸当するものを選んで、番号でご記入下さい。

12企料品製造
16木材 t 木製品魁造

20化学工業
23ゴム製品製造
26鉄鋼業
29一般機械器具製造
32精密機械器具製造

14繊維工業
18パルプ紙川紙製品製造
21石油製品刷石炭製品創造
24なめし革 同制品川毛皮製造
27非鉄金属創造
30電気機械総兵駁造
34その他製造業

15衣服 l その他のt縦長
19出版印刷伺関連
22プラスチッタ製品創造
25 ~柴土石組品蝦造
28金属似品鎚造
31給送用機械器具製造
99上記分類に入らない築樋

7 調査票に記入が困難な事項については、回答欄を空白にせず「不明Jなどとご記入下さい.

8 出来ましたら研究のため、ご回答いただいた調査票とともに、貴社の組織図を一部お送り下さい.

自 本調査に関してど不明の点がございましたら、下記のいずれかまでど照会下さい。

干760 高松市幸町2-1
香川大学経済学部 (包括:0878-61-4141. FAX: 0878-35-2076) 

井上信一 (内線 540)
事国恵津子 〈内線 496)
安藤博子 (内線 618)
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【一般的概要】

資本金 百万;，~年間売上高 百万f'J

1."従柴員数 人工場数(国内. 海外 ) 

蛤出比'11(給出額/売』高%海外生産比率(海外生産額/連結ベースの生産矧)

【中長期経営計画】

(中長期経営Gti面の策定〕
間1 貴社では 長期経営計画あるいは中間!経営計画を策定していますか。該当する番号にOを付して下さい。

1)全般的な長期経営計画(総合長期利益計画jを策定Lている。
2)部分的な長期経営計画(たとえば股備投資計画、販売ili菌、要員計画など)だけを策定Lている。
3)全般的な中期経営計図(総合中期利益計画〉を策定している。
4)部分的な中期経営計闘(たとえば設備投資計画、販売計画、要員計画など)だけを策定している。

5)長期経営計画も中期経営計画も策定していない。

6)その他(具体的に:

(中長期経営計画の期間〕

間2 中長期経営計画を策定している喝台、その期間は何ヶ年ですか。骸当するものを下記から選び、括弧の中に番号でご.e
入下さい。

[)長期経営計画の場合

[ 1) 3ヶ年 2) 5ヶ年

(短期利益計画)

問3 短期利益計画を策定していますか.

1)一定の形式に従って作成している。

2)正式の文書によらず作成している。
3)計画中である。
4)まだその段階に述Lていない。
のその他〈具体的に:

(中長期経営計闘と短期利益計画の関係〉

2)中期経営計画の喝合

3) 7ヶ年 4) 10 'F年以上

間4 中長期経営計画と短期利益計画とは、どのような関係になっていますか.

[)中長期経営計画をある程度織り込んだ短期利益計画を作る。
2)中長期経営計画の中の初年度をそのまま短期利益計画とする.

のその他]

3)中長期経営計画の一環として短期計画を立案するが、必ずしも中長期計画に規制されない.
4)短期利益計画は中長期計画と別個に立てる。

5)その他(具体的に.

(中長期経営計画と企業予算の関係〉

間5 中長期経営計図と企業予算とは、どのような関係になっていますか。

1)予算は中長期経営計画の一環(初年度分〕として編成される.
2)予算は中長期経営計画を大綱として編成する。

3)予算は中長期経営計図とは切り離して別個に編成する.
4)その他(具体的に・

(短期利益計画の立案主体〕

間6 短期利益計画は、いずれが主体となって策定されますか。

[)経理部 2)管理部 3)総務部 4)企画部 5)経理錬

n企画課 8)予算餓 9) 社長室 10)その他〈具体的に:

-2 -

6)管理観
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L短期利益計画と予算編成の関連)
間 7 短期利益計画と予算との関連は、どのようになっていま世か。

1)短期利益計画と企業予算の編成を悶ーと解している。
2)企業予算は利益計画を構成する主要部分である。
3)予算編成にあたって短期利益計画の作成を前提としている。
4)利益計画と企業予算は別個のものである。
のその他(具体的に・

【予算管週】

(予算編成方針の作成プロセス〕
問8 予算編成の作成方針は、次のいずれに般も近いですか.骸当するものを一つ選んでOを付けて下さい。

1) fップの方針にもとづいて、予算担当部門が作成する。
2)予算担当部門が独自に原案を作成し、トップの承認を得る。
3)名部門の了解を得たうえで、予算位当部門が作成する。
4)その他(具体的に:

(予算編成方針の目標水期〕
問自 予算編成方針の作成にあたって、全社的な目線他は次のいずれの水準に設定しますか。

1)企業の基本方針としての理想的水単
2)努力目標としての期待水場

3)実勢を反映した現実的水準
4)過去の平均水準
5)その他(具体的に'

(予算管理の意義〕
問10 予算管理の意義は、従来の営業費や魁遊間続貨の管理とともに、製造直俊費の管理にも役割が拡大されてきています

か。該当するものにOをつけて下さし凡なお、 rn思う」にOをされた場合には、その理由として鼠要性の高い順に
番号 cl 2. . )をに付けて下さい.

1)思う ー理由とその盤要度

( )保守、研究開発、ソ 7ト開発など間接作業が姻加し、その結果関接労務費がt曽加したため。
( )研究開発 企画 股計などの川上管理や販売促進 物流の川下管理には、予算管理が有効であるため.
( )経営全体の立縮からは、利益管理の一環としての予算によるl原価管理が鑑妥で晶るため。
( )その他(よ主体的に

2)思わない

〈ハ今日ト シ7.11の採用)
間 11 予算制度と際単原価計算制度を結合したパジェット シ;ステムを録用していますか@

1)録用している。
2)計画中である。
3)採用の予定はない.
4)その他〈具体的に:

(予算管理のための操業度〉
間12 予算管理(製造予算〉で係用している燥柴度は次のいずれでしょうか。

1)正常操業度 現実的な実現可能な操業皮〕

2)原価最適操業度 最適操業度一製品 1単位あたり原価が最小になる繰築皮〕
3)最大可能操柴度 経営能力の理論的な最大利用可能な操業度)
4)期待操業度 最有利操業度一利益額が最大になる機業Jf!)
5)平均操業度 ・(過去の一定期間の操業度の実績をとり それを平幼したもの〕
6) その他(具体的に:

7)予算管狸を導入していない.

3
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(予耳の統制機能〕

間 13 予算の統制機能を高めるためには、予耳統制と目保管理(目標による管理1:MBO)とを組み合わせることについて
どのようにお考えで1か.

。、
'v 

-
h
u吻

る
れ
・

れ
ち
る

ら
め
い

め
認
て

認
が
え
。

が
果
帯
い

果
効
と
な

凶

ω

、
円
み
A

，
:

!
1
1
1
 

、
が
た
り
に

り
る
き
も
的

お
い
い
つ
体

て
て
て
く
呉

つ
つ
つ
い
(

行
行
行
て
他

在
在
後
つ
の

現
現
今
行
モ

)

)

)

)

)

 

1
2
3
4
5
 

(予算差異分析と業繍評価)

問14 予算差奥分析の結果と部門(分抱単位別)業績評価との結びつきについて、今後どのように考えていますか。

1)予算と業績評価をより一層結びつけ、更に業績評価と人事考課をより一層結びつけたい。
2)予算と業績評価をより 腐結びつけたいが、人事帯保には結びつけない。
3)予算と業繍評価を結びつけたいが、難しいので、当分切り離して行なう。
4)予算と業績評価とは切り離すべきものだと思う。
5) モの他(具体的に:

(予算の今後の役割〕

間15 予算に対して今後どのような機能を特に期待しているか、強いて一つだけ選んで下さい。

1)当該期間の目標股定の手段と Lての機能
2)長期経営計画を具体化する手段としての機能
3)全社各階層のモチベーション喚起の手段としての機能

4) 種々の経営活動またはプロ ~:x， クトを予想利益の観点から総合翻豊富する手段と L ての機能。
5)予算実績差異分析による7ィードパック コントロール手段としての機能。
6)その他(具体的に:

【柴績評価】

(全社的業績好価の基単〉

問16 貧社会体の業績を評価する基地をð~けていますか.骸当する項目にOを付して下さい.

1)特に定めていない.

2)定めている.一具体的な益構は次のどれですか(複数の場合は緩数にOをしてください)

a)総資本利益率
b)売上高利益率
c)売上高{申び率
d)市場占有$
e)生底性
f)原価経費水単
g)その他〔具体的に:

(事業部の柴績評価基単〉

問17 事業部制を録用している場合、毒事柴部の業績評価をする基単に次のどれを使っていますか。骸当するものにOをし
て下さい.

1)特に定めていない。

2)定めている。一具体的な基単は次のどれですか(線数の場合は複数にOをしてください)

a)総資本利益率
b)売上高利益率
c)売上高伸び率
d)市掲占有$
e)生産性
f)原価経費水準
g)その他〈具体的に.

3)事業部耐を採用していない.

-4 -
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(利益率を難績好{直に使用1る破由)
問18 附17で Ca)総資本利益率あるいは b)売上高利益率)にOをされた場合、その理由は何ですか。

1)利益(率)の地大は、企業の最大目憾である.
2)利益(率)は、種々の経営活動を最終的に反映する.
3)利益〈率)に代わる適当な基準がない。
4) その他〔具体的に

(利益率以外の指僚による業績評価)
!国 19 利益事(問17のa)総資本利益率あるいは b)売上高利益率)以外の指僚を、事業部の評価基準として用いている場合あ

るいは評価基準を特に定めていない場合、その理由は何で廿か。

1)名事業部が完全な利益責任単位。ロ7"ト セント〕になっていない.
2)全社的な合意が得られていない。
3)事業部別利益測定には、彼術的な問題がある.
4)利益(率〉は、実体的な経営活動の結果を必ずしも反映していない.

5)その他〔具体的に:

【原価針耳“原価管理】

(生産方式)
問20 主要工場の代表的な似品の生産カ式は、次のどれに該当しますか。骸当するものの番号にOを付Lて下さい。

a 工業の技術的特性.

(2)機械的進行生産(例金属圧延工業)(1)組立生産(例自動車工業)

(4)その他(具体的に.(3)化学的進行生産(例石油精製工業)

(4)その他((3)両者(1)+2))の併用(2)受注(注文〉方式

b 製品市場の特性

(1)市場(見込)生産方式

(製造原価の構成比〕
間21 全製品の製造原価の要素別の構成比(蝦造原価全体=100とLた〉をご記入下さい。なお、これから将来の傾向
C5年先〉について、骸当するものにOを付して下さい.

% 

(棚卸資産と研究開発費〉
問22 棚卸資産有高と研究開発費の売上高に対する比率をご記入下さい.

% 

% % 

(原価計算システム)

問23 費社で採用している原価計算システムを下記より選び、いくつでもOを付して下さい。

4)見積原価計算
8)その他(

3)傑草原価計算
7)製品系列直線以弘

2)正常原価計算

6)活動基単原価計算 (ABC)
1)実際原価給付計算
5) ，・4吋トコAT{ンr

(領時世原価計算)

問24 標準原価計算を採用されている場合、そのおもな目的はつぎのどれでしょうか。lIi嬰なものから販に番号 cl 2 
を付して下さい。

}財務諸表作成の迅速化簡略化

〉

)価格決定

-
5
 

• 

)原価管理 ( )予算編成
)その他〈具体的に・
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(開i担原価針揮における差興分析)
間25 t軍司自l単価計算における差異分析の凪嬰性は、豊臣近10年間にどのように度化しましたか。

1)鼠嬰性に変化はない。
2)姐要性が減少した。
3)鼠要性が地加した。
4)その他(具体的に:

(標準原価計算による直接費管理)
悶26 最近10年間!製造直綾費管理のための標単原価計算の役割は、どのように変化しましたか。

1)直線費管理のための傑単服飾計算の意義

a)役割に変化ない。
b)役割が低下した。
c)役割が地加した。
d) モの他(具体的に:

726 

2) 1)で (b)役割が低下した)にOをされた場合、その主要な理由は改のいずれでしょうか。以下のなかから重要なも
のに順位 0.2. をつけて下さい。

)工場の自動化 CFMS化やC1日{りのため!直接作柴者が減少したため。
}多品種少量生産化、制品ライフサイクルの短縮化のため。
)創造原価の管理が、統制(コントロール.川下〉から計画(1・仁川 .川上〉に移行したため.

)その他〔具体的に

(標司自原価計算のための操業度〉
問27 標単原価の基礎として、次のいずれの操業度を採用されていますか。【標単原価計算の録用の

1)正常操業度
2)原価最適操業度
3)最大可能操柴度
4)期待録集度
5)平均燥柴度
6)その他(具体的に:

(鎚造問桜貨の配獄醤単〉
間28 製造間後費の配賦をつぎのいずれの基準でなされていますか。該当するものにOをして下さい。

1)全製造問授費を、直様作業時間や機械時間のような練柴度に関連した配賦基融で配賦する。

a)有 b)無]

2)全製造間後貨を、直接作業時間1や機微時間のような操業度関連のほか、他の基単を使って製品に出来るだけ配賦す
る.

3) ー部の製造間接費は、製品系列~IJ に賦繰し、他は配賦する.
4)その他〈具体的に:

f直俊原価計算の意義〉
間29 FMSやCIMなとの導入により、直接原価計算の役割期待が減少したと思いますか。それぞれの場合について.そ

の浬由として適当と思うものを選び、風喪な頗に番号 0.2. をつけて下さい。

1)思う その理由と盤要度

( )直綾原価は、ほとんどが直接材料費だけになる傾向があるため。

( )蝦品の多機化と技術の高度化の結巣地加している支綬費用(設計費、段取費、品質検査費、開発費なと〕を
期間費用とし、製造原価から除外するのは妥当でないため.

( )導入、成長期町長いハイテ空制品が多くなり、現在では適切な原価計算の方法ではなくなってきているため.

( )その他(具体的に

2)思わない ← その理由と鼠要度

)経営意志決定には、全部原価計算よりも直接原価計算が有用であるため.
)直綾材料費が、現在でも 60%以上を占めているので、直接原価計算が充分適用可能なため.
)究極のCIMが実現し、在凪1ゼロになれば、当期の固定費をすべて期間費用にしても問題はない.
)その他(具体的に;

3)直倭原価計算を録用していない.

-6・
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(臥{甜の管趨可能性 新制品を開発する場合)
間30 別品リードタイムのw附にともな 3て、別品l卓価は、研究i間発や殺計段階という原価51凶の段階で作り込まれる(決

まる)割合が商くなっているといわれていま d 。新制品。〉矧{仙の円り込み t いう制'，~カら与え I J封日 ，. gl~ 山事~ ~占ツ
イアサイクノL段階自'1に それモれの段階で、どのくらい(%)が11"り込まれてt、るιお考えで Lよフカ。土以oHlilJi
で粘捕で j0)で、創造D;(~岨企iIを 100%として現状についてお谷 1 さ".また 将来 (5押位先jには 5 :Jの段
階のどこがより凪裂になコてくるとお考えで4カJ 凪製↑1ω，1'.'、順に 11立かち5{立の数字を 11;井、」の欄にこ記入|

さい“

〔原価の管理可能性一既存製品の{f"ル hンンシの羽合)
間31 また、既存製品のモデル チzンジの場合、服飾の作り込みという観点から考えた場合、制品ライフサイクルのどの

段階でどのくらい原価が作り込まれるとお考えでしょうか。主観的判断で結構ですので~創造原価主体を 100%と
して現状についてお答下さい。

現在 0992年〉

〔原価管理の課題〉
間32 創造原価引下げのため 最も鼠嬰視している施策(銀題〕を m 次の項目から5つ選んで鼠嬰性の高い順に番号

(1， 2，めをつけて下さい。

[ ]機械殺備の更新(1百般〉

[ ] III計の合理化

[ ]歩留りの向上

[ ]在庫管理

[ ]工場経費の節減

(原価管理の手法〉

[ ]原材料の転換

[ ]工程組合せの合理化

[ ]品質管理 (IQC)

[ ]作業の傑単化

[ ]研究開発管理

[ ]原材料購買(外注を含む〉管理

[ ]適切な操業度の維持

[ ]製品品種の標単化

[ ]作業時間の短縮

[ ]その他(具体的に

間33 費社では民品の原価引下げのため、どのような方法を採用されていますか。採用されているものを選ぴ、原価低減の
ため重要性の高い順にい〈つでも番号 O.2 3 n)を付けてください。

[ ]実際原価計算

[ ]予算編成統制

[ ]全社的品質管理(lQC)

[ ]目標による管理(MBO)

[ ]標単原価計算 [ ]生産管理的な物量保噂の設定

[ ]インn.トリ7ル エンシニTリン~'(l E) []価値工学 価値分析(VE川 VA)

[ ]シュミレーション t モデル [ ]回帰分析

[ ]原価企画原価見積 [ ]数理計画法

[ ]ネットワーク分析(PERI CPM) [Jその他(具体的に

【原価企画]

(中長期経営計画と目保原価のりの

閑34 中長期経営計商と新制品(系列あるいはシ'H')の目標原価(原価企画の〕とリンクさせていますか。

1)はい 2)いいえ

3)原価企画を採用していない。(→以下の質問は関係ありません) 4)その他(具体的に.

(定義.原価企画とは、 「商品企画、研究開発、殺計段階において、製品の品質と目標原価を絞定し、それを達成出
来るよう、 VE・VAなどの生産妓術的な方法を用いて原価低減〈作り込み〉をする一速の活動Jをいう.) 
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(目標原価股定の作用図〉
間35 目標原価級定の作用図を、つぎのもののうちからlつ選んで下さい.

1)戦略的嬰因として
2)中長期計画策定のため

3)娘合他社のコストを考慮して
4)既存製品川類似製品に対する一定の原価低減率をかけて
の技術革新を考慮して
6) その他(具体的に:

(回開原価絞定の範閥〉
閑38 目標原価設定は、つぎのうちのいずれでLょうか.

1)商品グループ別に股定 2)商品別に鍛定

3)個々のモデル別にIII定 4)その他(具体的に:

(目標原価の絞定方式〉
間37 目標原価の股定方式は、つぎのいずれですか。

1)許容原価(予定売価刊川目標利益)と成行原価を練り合わせて19:定する.
2) 11容原価〈予定売価に目標利益率を適用〉と成行原価を擦り合わせて目量定する。
3)予定宛価から目標利益を他除したもの。
4)予定売価に目標利益率を適用したもの。
5)繍上原価に原価低減率を加味したもの.
6)類似品の実績を多考にする。
7)その他〈具体的に:

〈白保利益の基噂〕
間38 目標利益田設定基噂は、つぎのいずれによっていますか.

1)純利益 2)貢献利益 3)そ申他(具体的に:

(目標原価の展開〉
間39 目標原価は、級能別、部品別および部門別のいずれのレベルまで展開されていますか。

1)級能g'Jに展開していますか ( .)はい b)いいえ〉

2)部品g'Jに展開していますか ( a)はい b)いいえ〉

3)部門別に展開していますか ( .)はい ωいいえ〕
〈目標原価の達成度〉

728 

間40 目保原価の達成度は、どの程度ですか。それぞれのレベル〈開発〈計画う段階、試作段階、及び量産開始〕で、該当
する比串を示す番qを下記より選ぴ、 ( )のなかに番号でご記入下さい.

1)開発段階〈 2)試作段階〈 3)量産開始段階(

【a) 50%位速成 b) 80%位 c) 70%位 d) 80%位 e) 90%位 f)ほぽ 100%位】

本調査に関してど意見 ご希望などがございましたら、下記に自由にお書き下さい。

(ど協力いただき、践に有り難うございました.記入漏れなどのないようご確認をお願いします.) 
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